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1. 概要 

1.1 本手引きの位置付けについて 

本手引きは、津波防災地域づくりを推進する上で、各種施策の基礎となる津波浸水想定を設定

するための手引きであり、そのための有効な手法である津波浸水シミュレーションやその活用方

法を中心にとりまとめたものである。 
 

<解説> 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波のような大規模な津波に備

えていくためには、「災害には上限がない」ことを教訓に、なんとしても人命を守るため、ハー

ドとソフトの施策を総動員した「多重防御」による津波防災地域づくりを進めていく必要がある

1。 
津波防災地域づくりは、被災地の復興において推進することはもちろん、全国においても行う

ことが求められていることから、津波防災地域づくりのための一般的な制度として、「津波防災

地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）」が定められた。 
津波防災地域づくりに関する法律第 8 条第１項において、都道府県知事は、「津波浸水想定」

（津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深）を設定することが規定され、また、同条

第２項において、都道府県知事は、津波浸水想定を設定しようとするときは、国土交通大臣に対

し、情報の提供、技術的な助言、その他必要な援助を求めることができると規定された。 
本手引きは、以上の趣旨を踏まえ、都道府県知事が津波浸水想定を設定するための参考資料と

してとりまとめものである。 
 
本手引きのとりまとめに当たっては、社会資本整備審議会河川分科会委員の磯部雅彦東京大学

大学院教授及び今村文彦東北大学大学院教授のほか、津波防災や海岸工学がご専門の藤間功司防

衛大学校教授、佐藤愼司東京大学大学院教授及び高橋智幸関西大学教授に有益なご助言を頂いた。

ここに謝意を表します。 
 

                                                  
1 社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会 計画部会 緊急提言「津波防災まちづくりの考え方」

において、「災害には上限がない」ことを、多くの国民が改めて認識することとなり、想定を超える大規模な災

害が発生しても、避難を誘導すること等を通じて、とにかく人命を救う、ということが重要であるとされた。

また、同提言や「東日本大震災からの復興の基本方針」において、「多重防御」として、ハード・ソフトの施策

を柔軟に組み合わせた「津波防災まちづくり」を推進するとされた。 
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1.2 緊急提言「津波防災まちづくりの考え方」について 

東日本大震災後、国土交通大臣からの要請を受け、社会資本整備審議会・交通政策審議会交

通体系分科会計画部会から、平成 23 年 7 月 6 日に緊急提言「津波防災まちづくりの考え方」

が提示された。 
この緊急提言においては、今後の津波防災・減災についての考え方として、 
・東日本大震災のような大規模な災害を想定し、「なんとしても人命を守る」という考え方に

より、ハード、ソフト施策を総動員して「減災」を目指す 
・「災害には上限がない」ことを教訓とし、日常の対策を持続させることを基本姿勢 
・海岸堤防等による「一線防御」からハード・ソフト施策の総動員による「多重防御」への

転換 
・平地を利用したまちづくりを求める意見に鑑み、土地利用規制について、一律的な規制で

なく、立地場所の安全度等を踏まえ、地域の多様な実態・ニーズや施設整備の進捗状況等

を反映させた柔軟な制度の構築 
といった発想による防災・減災対策の必要性が提示された。 
また、この考え方に沿って、科学的知見に基づいて想定される津波浸水区域・浸水深等の設

定やそれに基づく津波ハザードマップの作成及び周知、地域の実情、安全度等を踏まえた土地

利用・建築構造規制など、新たな法制度を検討することが求められた。 
 

<解説> 
社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会計画部会緊急提言「津波防災まちづくり

の考え方」平成 23 年 7 月 6 日2（抜粋） 
 
○ 津波災害に対しては、今回のような大規模な津波災害が発生した場合でも、なんとしても

人命を守るという考え方に基づき、ハード・ソフト施策の適切な組み合わせにより、減災

（人命を守りつつ、被害を出来る限り軽減する）のための対策を実施する。 
○ このうち、海岸保全施設等の構造物による防災対策については、社会経済的な観点を十分

に考慮し、比較的頻度の高い一定程度の津波レベルを想定して、人命・財産や種々の産業・

経済活動を守り、国土を保全することを目標とする。 
○ 以下のような新たな発想による津波防災まちづくりのための施策を計画的、総合的に推進

する仕組みを構築する。 
１）地域ごとの特性を踏まえ、ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせ、総動員させる

「多重防御」の発想による津波防災・減災対策 
２）従来の、海岸保全施設等の「線」による防御から、「面」の発想により、河川、道路や、

土地利用規制等を組み合わせたまちづくりの中での津波防災・減災対策。 
３）避難が迅速かつ安全に行われるための、実効性のある対策 
４）地域住民の生活基盤となっている産業や都市機能、コミュニティ・商店街、さらには

歴史・文化・伝統などを生かしつつ、津波のリスクと共存することによる地域の再生・

活性化 
 

                                                  
2 社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会 計画部会 緊急提言「津波防災まちづくりの考え方」

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo08_sg_000049.html 
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1.3 津波防災地域づくりに関する法律について 

これまでの津波対策は、主に海岸堤防等のハード整備を中心に行ってきたが、東北地方太平

洋沖地震による津波のような大規模な津波に備えていくためには、「災害には上限がない」こと

を教訓に、「なんとしても人命を守る」ため、ハードとソフトの施策を組み合わせた「多重防御」

による津波防災地域づくりを進めていく必要がある。 
このような地域づくりは、被災地の復興において推進することはもちろん、全国においても

行うことが求められていることから、津波防災地域づくりのための一般的な制度を創設するこ

とが必要である。 
このような趣旨から、津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）が定め

られた3。 
この法律では、国土交通大臣による基本指針の策定、都道府県知事による津波浸水想定の設

定、市町村による推進計画の作成、推進計画区域における特別の措置及び一団地の津波防災拠

点市街地形成施設に関する都市計画に関する事項のほか、津波防護施設の管理、津波災害警戒

区域における警戒避難体制の整備、津波災害特別警戒区域における一定の開発行為及び建築物

の建築等の制限に関する措置等が定められた。 
 

＜解説＞ 
(1) 法律の目的 

津波による災害を防止し、又は軽減する効果が高く、将来にわたって安心して暮らすことの

できる安全な地域の整備、利用及び保全（津波防災地域づくり）を総合的に推進することによ

り、津波による災害から国民の生命、身体及び財産の保護を図り、もって公共の福祉の確保及

び地域社会の健全な発展に寄与することが目的とされている。 
 

(2) 法律の概要 

【基本指針】 
国土交通大臣は、津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針（基本指針）を定め

る。 
【津波浸水想定の設定】 

都道府県知事は、基本指針に基づき、かつ、基礎調査の結果を踏まえ、津波があった場

合に想定される浸水の区域・水深（津波浸水想定）を設定する。 
【推進計画の作成】 

市町村は、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づくりを総

合的に推進するための計画（推進計画）を作成できる。推進計画の区域内では、土地区画

整理事業に関する特例、津波からの避難に資する建築物の容積率規制の緩和、集団移転促

進事業に関する特例の措置を講じる。 
【一団地の津波防災拠点市街地形成施設に関する都市計画】 

都市計画に一団地の津波防災拠点市街地形成施設を定めることができる。 
【津波防護施設の管理等】 

都道府県知事又は市町村長は、津波浸水想定を踏まえ、かつ、推進計画に即して、津波

による人的災害を防止し、又は軽減する施設（津波防護施設）の管理等を行う。 
【津波災害警戒区域及び津波災害特別警戒区域の指定】 

都道府県知事は、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、警戒避難体制を特

に整備すべき土地の区域を、津波災害警戒区域（警戒区域）として指定できるとともに、

そのうち、一定の開発行為及び建築等を制限すべき土地の区域を、津波災害特別警戒区域

（特別警戒区域）として指定できる。 
                                                  
3 津波防災地域づくりに関する法律について http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/tsunamibousai 
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1.4 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針 

津波防災地域づくりに関する法律第 3 条の規定に基づき、国土交通大臣が定める「津波防災

地域づくりの推進に関する基本的な指針」（以下「基本指針」という。）は、都道府県、市町村

等が津波防災地域づくりを推進するにあたって基本的な指針となるものであり、同法律の施行

に合わせて、平成 23 年 12 月 27 日に決定された（平成 24 年 1 月 16 日告示（国土交通省告示

第 51 号））。 
この基本指針では、以下の内容が定められている。 
１ 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な事項 
２ 基礎調査について指針となるべき事項 
３ 津波浸水想定の設定について指針となるべき事項 
４ 推進計画の作成について指針となるべき事項 
５ 警戒区域及び特別警戒区域の指定について指針となるべき事項 
 

＜解説＞ 
(1) 基本指針の概要 

基本指針の概要と記載事項は以下のとおりである。なお、本手引きに関連する箇所は、「５．

参考情報」に抜粋を掲載した。また、基本指針は、国土交通省のホームページにも掲載され

ている4。 
 

１) 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な事項 
効率的かつ効果的に津波防災地域づくりを推進するための基本的な考え方が示されてお

り、その概要は以下のとおりである。 
  東日本大震災の経験や津波対策推進法を踏まえた対応 
  最大クラスの津波が発生した際も「なんとしても人命を守る」 
  ハード・ソフトの施策を総動員させる「多重防御」 
  地域活性化も含めた総合的な地域づくりの中で効果的に推進 
  津波に対する住民等の意識を常に高く保つよう努力 

 
２) 基礎調査について指針となるべき事項 

基礎調査の指針となるべき事項が示されており、その概要は以下のとおりである。 
  津波対策の基礎となる津波浸水想定の設定等のための調査 
  都道府県が、国・市町村と連携・協力して計画的に実施 
  海域・陸域の地形、過去に発生した地震・津波に係る地質等、土地利用の状況等を調

査 
  広域的な見地から必要なもの（航空レーザ測量等）については国が実施 

 
 
 

                                                  
4 津波防災地域づくりに関する法律について http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/tsunamibousai 
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３) 津波浸水想定の設定について指針となるべき事項 

津波浸水想定の設定の指針となるべき事項が示されており、その概要は以下のとおりで

ある。 

  都道府県知事が、最大クラスの津波を想定し、悪条件下を前提に浸水の区域及び水深

を設定 

  最大クラスの津波は、国の中央防災会議等により公表された津波の断層モデルも参考

にして設定 

  中央防災会議等により津波の断層モデルが公表されていない海域については、過去の

津波の痕跡調査等から、津波の断層モデルの逆算を今後行っていく 

  最大クラスの津波の断層モデルの設定等については、国において検討し都道府県に示

すこととするが、これを待たずに都道府県独自の考え方に基づき設定することもある 

  広報、印刷物配布、インターネット等により、住民等に十分周知 

 

４) 推進計画の作成について指針となるべき事項 

推進計画の作成の指針となるべき事項が示されており、その概要は以下のとおりである。 

  市町村が、ハード・ソフトの施策を組み合わせ、津波防災地域づくりの姿を地域の実

情に応じて総合的に描く 

  既存のまちづくりに関する方針等との整合性を図る 

  ハード事業と警戒区域の指定等のソフト施策を効果的に連携 

  効率性を考えた津波防護施設の整備 

  防災性と生活の利便性を備えた市街地の形成 

  民間施設も活用して避難施設を効率的に確保 

  記載する事業等の関係者とは、協議会も活用して十分に調整 

  対策に必要な期間を考慮して将来の危機に対し効果的に対応 

 
５) 警戒区域及び特別警戒区域の指定について指針となるべき事項 

警戒区域及び特別警戒区域の指定の指針となるべき事項が示されており、その概要は以

下のとおりである。 

＜警戒区域＞ 

  住民等が津波から「逃げる」ことができるよう警戒避難体制を特に整備するため、都

道府県知事が指定する区域 

  避難施設の指定等の際に基準となる水位（基準水位）の公示 

  警戒区域内で市町村が以下を実施 

－実践的な内容を盛り込んだ市町村防災計画の作成・避難訓練の実施 
－住民の協力等による津波ハザードマップの作成・周知 
－指定・管理協定により、地域の実情に応じて避難施設を確保 
－社会福祉施設等で避難確保計画の作成・避難訓練の実施 

＜特別警戒区域＞ 

  防災上の配慮を要する者等が建築物の中に居ても津波を「避ける」ことができるよう、



  1.概要 

6 

都道府県知事が指定する区域 

  一定の建築行為・開発行為を制限 

  指定の際には、公衆への縦覧、関係市町村の意見聴取等により、地域の実情を勘案し、

地域住民の理解を深めつつ実施 
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1.5 津波防災地域づくりにおける津波浸水想定の位置づけとその活用について 

津波浸水想定は、津波防災地域づくりを実施するための基礎となるものであり、都道府県知

事が基本指針の「三 法第八条第一項に規定する津波浸水想定の設定について指針となるべき

事項」に基づき、基礎調査の結果を踏まえ、最大クラスの津波を想定し、津波浸水シミュレー

ションにより予測される浸水の区域及び水深を設定するものである。 
設定された津波浸水想定を踏まえて、 
１ 法第十条第一項に規定する市町村による推進計画の作成 
２ 推進計画に定められた事業・事務の実施 
３ 法第五章の推進計画区域における特別の措置の活用 
４ 法第七章の津波防護施設の管理等 
５ 警戒避難体制の整備を行う法第五十三条第一項の津波災害警戒区域の指定 
６ 一定の建築物の建築及びそのための開発行為の制限を行う法第七十二条第一項の津波災

害特別警戒区域の指定 
等を、地域の実情に応じ、適切かつ総合的に組み合わせることにより、最大クラスの津波への

対策を効率的かつ効果的に講ずるよう努めることとなる。 
 

＜解説＞ 
(1) 津波浸水想定について 

津波浸水想定は、最大クラスの津波があった場合に想定される浸水の区域・水深のことであ

り、地域の実情をよく把握している都道府県知事が設定するものである。 
津波浸水想定を設定するにあたっては、浸水の区域や水深を的確に再現・予測できる津波浸

水シミュレーションを活用することになる。 
そのために必要な基礎調査は、国土交通大臣が定める基本指針に基づき、都道府県が実施す

るが、広域的な見地から航空レーザ測量等については、国が実施し、その調査結果を都道府県

に提供することとしている。 
 

(2) 津波防災地域づくりにおける津波浸水想定の位置づけ 

科学的知見に基づいて設定される津波浸水想定は、警戒避難体制の整備や土地利用の規制と

いった各種施策を効果的に組み合わせるための基礎情報であり、推進計画の作成、津波防護施

設の管理等、警戒区域及び特別警戒区域の指定等は、津波浸水想定を踏まえて行うものとする。 
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図‐1 津波防災地域づくりにおける津波浸水想定の位置づけ 

 
(3) 津波浸水想定の活用について 

① 推進計画について 
推進計画は、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画であり、津波浸水想定

を踏まえ、様々な主体が実施するハード・ソフトの施策を総合的に組み合わせ、津波防災

地域づくりの姿を総合的に描くため、地域の実情をよく把握でき、防災及び地域づくりを

担う基本的な主体である市町村が作成するものである。 
推進計画には、津波浸水想定により示される地域ごとの危険度・安全度、想定被害規模

等について分析を行った上で、その分析結果及び地域の目指すべき姿を踏まえたまちづく

りの方針、施設整備、警戒避難体制など津波防災・減災対策の基本的な方向性や重点的に

推進する施策を記載する。 
 
具体的には、 
  津波防災地域づくりの総合的な推進に関する基本的な方針 
  浸水想定区域における土地の利用及び警戒避難体制の整備に関する事項 
  津波防災地域づくりの推進のために行う事業又は事務に関する事項 

① 海岸保全施設、港湾施設、漁港施設等の整備に関する事項 
② 津波防護施設の整備に関する事項 
③ 一団地の津波防災拠点市街地形成施設の整備に関する事業、土地区画整理事業、

市街地再開発事業等に関する事項 

■
基
本
指
針 

 

◆基礎調査（一部■） 

・沿岸の陸域及び海域に関する

地形、地質、土地利用状況等

の調査 

●推進計画 

・推進計画の区域 

・津波防災地域づくりの総合的な推進に関す

る基本的な方針 

・浸水想定区域における土地の利用及び警戒

避難体制の整備に関する事項 

・津波防災地域づくりの推進のために行う事

業又は事務に関する事項  

◆津波浸水想定 

 

・最大クラスの津波の設

定 

 

・最大クラスの津波が悪

条件下で発生した場

合に想定される浸水

の区域・水深 

◆津波災害警戒区域 
・区域 

・基準水位 

・津波ハザードマップ 等 

◆津波災害特別警戒区域 
・区域 

・特定開発行為、特定建築行為の制限 等

●市町村の条例 
・制限用途の追加 

注）■国土交通大臣 ◆都道府県又は都道府県知事 ●市町村又は市町村長  に係る事務を示す。 
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④ 避難路、避難施設、公園等の整備に関する事項 
⑤ 集団移転促進事業に関する事項            等 

が計画に定められる。 
推進計画に盛り込まれるこれらの施策は、一体的に講じられ、効果的な津波防災地域づ

くりの推進が図られることになる。 
また、推進計画の区域内（推進計画区域）では、表-1 のような津波防災地域づくりを強

力に推進していくための特別の措置が講じられることになる。 
推進計画の作成に当たっては、津波防災の観点だけでなく、地域経済の活性化や住民の

生活の安定・福祉の向上等にも配慮し、まちづくりの観点にも留意する。 
 

表‐1 特別の措置 

推進計画区域にお

ける特例の活用 

・土地区画整理事業の特例 

土地区画整理事業の施行地区内において、津波災害の防止措置

が講じられた又は講じられる土地に、住宅及び公益的施設の宅地

を集約するための区域（津波防災住宅等建設区）を定め、住宅及

び公益的施設の宅地の所有者が、当該区域内への換地の申出をで

きる。 

・津波避難に資する建築物の容積率の規制の緩和 

津波避難ビルには、災害用備蓄倉庫や自家発電設備室等が整備さ

れていることが望ましいが、これら非日常的な床の面積を容積率に

算入せずに、避難安全性が確保できる一定の基準を満たす建築物に

限り、建築審査会の同意を不要として、特定行政庁の認定により、

容積率の制限を緩和できる。 

・集団移転促進事業に関する特例 

市町村が策定すべき集団移転促進事業計画について、市町村から

集団移転促進事業につき、一の市町村の区域を超える広域の見地か

らの調整を図る必要があることにより、当該市町村が当該集団移転

促進事業に係る集団移転促進事業計画を定めることが困難である

旨の申出を受けた場合、都道府県が集団移転促進事業計画を定める

ことができる。 

一団地の津波防災

拠点市街地形成施

設の整備 

・一団地の津波防災拠点市街地形成施設 

  都市機能を維持するための拠点となる防災性の高い市街地を整

備するため、一団地の住宅施設、特定業務施設、公益的施設、公共

施設といった複数の施設を一団地の津波防災拠点市街地形成施設

として都市計画に定めることができ、当該施設の区域内において整

備の支障になる建築物の建築等を制限できるようになり、防災性の

高い市街地の一体的な整備が可能になる。 

津波防護施設の新

設又は改良 

・津波防護施設 

  盛土構造物や閘門等を「津波防護施設」として位置付け、推進計

画区域において、推進計画に即して、新設又は改良を行う。 

 
② 津波災害警戒区域(警戒区域)、津波災害特別警戒区域(特別警戒区域)の指定について 

警戒区域は、最大クラスの津波が発生した場合の当該区域の危険度・安全度を津波浸水

想定や法第 53 条第 2 項に規定する基準水位により住民等に「知らせ」、いざというときに

津波から住民等が円滑かつ迅速に「逃げる」ことができるよう、津波に関する予報又は警

報の発令及び伝達、津波避難訓練の実施、避難場所や避難経路の確保、津波ハザードマッ

プの作成等の警戒避難体制を特に整備すべき区域である。 
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また、特別警戒区域は、警戒区域のうち、津波が発生した場合に建築物が損壊・浸水し、

住民等の生命・身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域において、防災上の配慮を要

する住民等が当該建築物の中にいても津波を「避ける」ことができるよう、一定の建築物

の建築とそのための開発行為に関して建築物の居室の高さや構造等を制限し、津波に対し

て安全なものとすることを求める区域である。 
いずれの区域も都道府県知事が指定することができる。 
さらに、特別警戒区域内で津波の発生時に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保できない

おそれが大きいものとして、条例で定める用途の住宅等の施設について、その建築及びそ

のための開発行為について、市町村が条例で規制を追加することができる。 
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1.6 津波浸水想定について 

1.6.1 津波浸水想定の流れ 

津波浸水想定の設定は、①最大クラスの津波の設定、②計算条件の設定、③津波浸水シミュ

レーション、④浸水の区域及び水深の出力、の手順で実施する。 
 
＜解説＞ 

一般的に、津波浸水想定を設定するための検討の流れは、図-2 に示すような手順で実施する。 
津波浸水想定は、建築物等の立地状況、盛土構造物等の整備状況等により変化することが想定

されるため、津波浸水の挙動に影響を与えるような状況の変化があった場合には、再度津波浸水

シミュレーションを実施し、適宜変更していくことが求められる。 

 

図‐2 津波浸水想定の流れ 

 
 
 

①最大クラスの津波の設定 

②計算条件の設定 

③津波浸水シミュレーション 
（津波の発生～伝播～到達～遡上）

④浸水の区域及び水深の出力 

 

２．最大クラスの津波の設定 

（P18～） 

基

礎

調

査

の

結

果 

３．計算条件の設定 

（P23～） 

４．津波浸水シミュレーション 

（P36～） 

4.3 津波浸水シミュレーション結果

の出力 

（P39～） 

【本手引きの関係頁】 
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1.6.2 津波浸水シミュレーションの有効性 

津波浸水想定の活用を鑑みると、その設定にあたっては、津波による浸水が的確に推計でき

る手法が必要である。 
波源域で発生した津波が海域を伝播し、沿岸に到達して陸域に遡上する一連の挙動を数値計

算によって知ることができる津波浸水シミュレーションは、津波浸水想定として定める浸水の

区域や水深を求めるにあたって、有効な手法である。 
 
<解説> 

(1) 津波浸水シミュレーションの有効性 

近年に発生した津波については、比較的、浸水域に関するデータが収集されているが、明治

以前に発生した津波については、ほとんどデータが残っていない状況である。過去の津波の記

録として残っている資料としては、津波の浸水痕跡が最も信頼し得るものとなっている。 
しかしながら、津波の痕跡のみでは浸水域の一部の点を捉えているに過ぎず、水位や流速の

空間分布などの浸水域全体の様相を把握するのに不十分である。 
津波による沿岸地域の安全性・危険性を面として把握するには、津波による浸水域を想定す

ることが必要不可欠であり、津波防災地域づくりにおける津波浸水想定の設定においても、そ

の活用に鑑み、津波による浸水が的確に推計できる手法が必要である。 
また、近年では、今後、津波の発生が予想される地震を対象として、津波防災対策の立案等

を行うことが多くなっている。 
以上を踏まえると、波源域で発生した津波が海域を伝播し、沿岸に到達して陸域に遡上する

一連の挙動を数値計算によって知ることができる津波浸水シミュレーションは、津波浸水想定

として定める浸水の区域や水深を求めるにあたって、有効な手法である。 
 

(2) 津波浸水シミュレーションによって求められる項目 

津波浸水シミュレーションを用いることで、津波浸水想定として定める、 
・最大の浸水の区域 
・最大の浸水の水深 

が求められる。これらに加え、必要に応じて、 
・法第 53 条第 2 項に定める基準水位 
・地震発生から津波が沿岸に到達するまでの時間 

などを求めることができる。 
地震発生から津波が沿岸に到達するまでの時間については、最大クラスの津波に対する避難

計画等の検討に活用することができるが、最大クラスの津波の場合よりも到達時間が短くなる

津波の発生があることに留意が必要である。 
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1.6.3 津波浸水シミュレーション手法 

津波浸水シミュレーションは、地震の断層モデルから計算された津波の発生プロセスを踏ま

えた初期水位のもとで、①外洋から沿岸への津波の伝播・到達、②沿岸から陸上への津波の遡

上、の一連の過程を連続して数値計算するものである。 

津波浸水シミュレーションは、海底での摩擦及び移流項を考慮した非線形長波理論（浅水理

論）によることを基本とする。ただし、深い海域においては線形長波理論を適用しても良い。

 

＜解説＞ 
(1) 津波浸水シミュレーションの流れ 

津波浸水シミュレーションの流れを図-3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐3 津波浸水シミュレーションの流れ 

 
 

計算に必要となる条件 
断層モデル 

地盤変動量の平面分布 

津波の初期水位 
（＝地盤変動量） 

地形データの補正 

津波の伝播・遡上計算（海域から陸域まで一体的に計算） 

連続式 

運動方程式 
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(2) 支配方程式 

津波のような長い周期の波に対してはその分散性が小さく長波理論が適用できる。従って、

津波を推計する理論としては、だいたいの目安として 50m 以上の深海では線形長波理論、そ

れ以下の浅海では非線形長波理論が用いられている。 
長波理論は、質量保存則から導かれる連続式と運動保存則から導かれる運動方程式から構成

される。いずれも鉛直方向に水底から水面まで積分して求められる積分モデルの支配方程式は

以下のとおりである。 

【連続式】 
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【運動方程式】 

022
3/7

22
=++

∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

∂
∂

+
∂
∂ NMM

D
gn

x
gD

D
MN

yD
M

xt
M η

 

022
3/7

22
=++

∂
∂

+⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂ NMN

D
gn

y
gD

D
N

yD
MN

xt
N η

 

ここで、 
η は静水面からの水位変化量、D は水底から水面までの全水深、ｇは重力加速度、 
n はマニングの粗度係数、M,N は x,y 方向の全流量フラックスで、水底 h から水面ηまで

水平流速 u,v を積分して、 

( ) uDhuM =+= η ， ( ) vDhvN =+= η  

で与えられる。このとき、水平流速は鉛直方向に一様分布していると仮定している。 
なお、運動方程式の第１項を局所項、第２項及び第３項を移流項（非線形項）、第４項を圧

力項、第５項を底面摩擦項という。 
水深 50m 以深では、運動方程式の移流項（第２項及び第３項）や底面摩擦項（第５項）の

影響が小さくなるため、これらの項を省略することができる。 
 

 
図‐4 支配方程式の座標系 
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(3) 境界条件 

① 陸側境界 
津波浸水シミュレーションにおいては、陸上への遡上や引き波による干出を計算する必要が

ある。このような津波の先端条件の処理には、計算過程で時刻ステップ毎に各計算格子に水が

あるか否かを判別し、隣接する計算格子の水位との関係も考慮して流量を設定することが必要

であり、岩崎・真野（1979）5や小谷ら（1998）6の方法がよく使われている。 
遡上域以外では、海岸は直立壁と考え完全反射と仮定する。即ち、岸に直角な流量の成分を

０と与える。 
M  又は N  0=  

 
② 沖側境界 
計算領域は有限であるから沖側に人工的な境界を設定する。沖側境界へは完全無反射で通過

するものと仮定する。 
 

③ 打ち切り水深 
津波先端部での計算の打ち切り水深については、1cm 程度を目安とする7,8。 
 

(4) ソリトン分裂や波状段波の扱い 

津波が遠浅の海域や河川を伝播するのに伴い、波形や水深等の条件によっては、周期の短い

複数の波に分裂し、波高が増幅することがある。この現象を「ソリトン分裂」と言い、段波面

からその背後が波状を呈するようになることから、「波状段波」と呼ぶこともある。 
いずれも津波の非線形性と分散性が有意に絡んでいる点で同じであり、非線形分散長波理論

によって表現することができる。 
これらは、日本海中部地震による津波で観測されたが、シミュレーションで扱うためには、

波数分散効果を考慮したブジネスク方程式等による必要がある。また、分裂した波状段波は、

水深が小さくなると砕波するため、砕波モデルを考慮する必要がある。 
なお、河川内の津波遡上の取り扱いについては、「3.8 河川内の津波遡上の取り扱い」に掲

載している9。 
 

 

                                                  
5 岩崎敏夫・真野明：オイラー座標による二次元津波遡上の数値計算，第26回海岸工学講演会講演集，pp.70-74，

1979. 
6 小谷美佐・今村文彦・首藤伸夫：GIS を利用した津波遡上計算と被害推定法，海岸工学論文集，第 45 巻，

pp.356-360，1998. 
7 松冨英夫：仮想水深法、打ち切り水深法による陸上氾濫計算の精度に関する一考察，東北地域災害科学研究、

第 26 巻,pp.63-65,1990 
8 今津雄吾・今村文彦・首藤伸夫：氾濫計算を安定に行うための先端条件の検討,土木学会第 51 回年次学術講演

会講演概要集 第 2 部,pp.242-243,1996. 
9 （財）国土技術研究センター：「津波の河川遡上解析の手引き（案）」，2007 

http://www.jice.or.jp/siryo/t1/pdf/tsunami.pdf 
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1.6.4 津波浸水想定の設定における留意事項 

津波浸水想定の設定において、津波浸水シミュレーションは有効な手法となり得るが、①計

算条件による誤差、②計算途上の誤差、③実績値（痕跡値）等の誤差が含まれることに留意し、

必要に応じて各種条件の調整を行うものとする。 
 

＜解説＞ 
津波浸水想定の設定において、津波浸水シミュレーションは有効な手法となり得るが、その精

度には限界があり、現在においても、断層モデルの妥当性、津波先端部の波形や挙動、越流時の

挙動、河川遡上の問題等、精度と再現性に関係して未解決の部分もある。 
従って、津波浸水シミュレーションを活用するに際しては、シミュレーションで得られた最大

浸水深の平面分布等を出力して異常値が含まれていないか確認し、必要に応じて各種条件の調整

を行う必要がある。 
以下に、津波浸水シミュレーションにおいて、留意すべき点について示す。 
 
(1) 計算条件による誤差 

① 初期水位（断層モデル）による誤差 
通常の地震の場合、海底基盤の鉛直変位分布はそのまま海水面の変動になるとみなすこ

とができ、断層モデルによる海底基盤の鉛直変位分布を津波の初期水位として設定してい

る。 
このように津波浸水シミュレーションの出発点である津波の初期波形は、対象となる地

震の断層モデルの設定に大きく依存しているが、断層モデルの設定では、推定根拠となる

データ（津波波形、津波痕跡高等）が持つ誤差に依存するため、断層モデルの選定如何に

よって計算結果が異なることになる。津波浸水シミュレーションを行うに際しては、この

ような点に十分留意する必要がある。 
断層モデルの調整については、３．１（３）に示す相田の指標として、津波浸水シミュ

レーションの結果と痕跡高から算出した幾何平均 K を用いて、すべり量を修正することが

考えられる。 
 

② 海底地形による誤差 
津波の高さは、浅水効果により、海岸に近づく（海底が浅くなる）につれて増幅される。

また、V 字湾に津波が入ってくると、集中効果により、奥に進むにつれてエネルギーの集中

が発生し、津波の高さが増幅される。 
津波浸水シミュレーションでは、このような海底地形や海岸地形による津波高への影響

は考慮されている。計算に用いられる海底地形データは、浅い場所では比較的精度は良い

が、深い場所では信頼性が低いため、計算結果に誤差が発生しやすい。 
 

③ 津波の共振現象による誤差 
湾内に侵入した津波は、湾地形や湾、港が持つ共振特性により津波高が増大する可能性

がある。津波浸水シミュレーションを行うに際しては、漁港程度の小地形が考慮されてい
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ないと誤差の原因になる。 
 

(2) 計算途上の誤差（数値誤差） 

津波浸水シミュレーションでは、使用する支配方程式の種類、差分の形式、計算時間間隔や

計算格子の大きさ、津波先端部での計算の打ち切り水深等に起因して数値誤差が発生する。ま

た、計算格子間隔と地形勾配の変化、線的構造物の規模との相対比によっても誤差が発生する。 
浸水深等の時系列を確認し、計算が適切に行われているか確認する必要がある。 
 

(3) 実績値（痕跡値）等の誤差 

津波浸水シミュレーションにより計算された津波高の妥当性については、実測値（津波来襲

後に測定された津波痕跡）との比較により判定されるが、実測値自体に信頼性が低いものが含

まれていることもあるため、計算値の検証にも困難が伴う場合があるということを認識してお

かなければならない。必要に応じて各実測値の信頼性について吟味した上で、3.1 (3)に示す相

田の指標などを用いて、対象地域全体での再現性を確認する必要がある。 
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2. 最大クラスの津波の設定 

2.1 最大クラスの津波の設定の考え方 

津波浸水想定は、科学的知見を踏まえ、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの津波を対象

に設定する。なお、その際には、古文書等の資料の分析、津波堆積物調査、海岸地形等の調査

などの科学的知見に基づく調査を通じて、できるだけ過去に遡って津波の発生等をより正確に

調査するものとする。 

 

＜解説＞ 

平成 23 年 9 月 28 日に提言された、「中央防災会議・東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・

津波対策に関する専門調査会」報告10においては、今後の津波対策を構築するにあたり、基本的

に二つのレベルの津波を想定する必要があるとしている。 
一つは、住民避難を柱とした総合的防災対策を構築する上で想定する津波である。超長期にわ

たる津波堆積物調査や地殻変動の観測等をもとにして設定され、発生頻度は極めて低いものの、

発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波である。 
もう一つは、海岸保全施設等によって津波の内陸への浸入を防ぐ上で想定する津波である。最

大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波である。 
 
都道府県知事は、「津波防災地域づくりに関する法律」第 8 条 1 項の規定により、基本指針に

基づき、かつ基礎調査の結果を踏まえ、津波浸水想定を設定することとなっている。 
その基本指針においては、東日本大震災の被災を踏まえ、「災害には上限がない」ことを教訓

に、最大クラスの津波が発生した場合でも「なんとしても人命を守る」という考え方で津波防災

地域づくりを推進することとしている。 
よって、津波浸水想定は、科学的根拠に基づき、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚

大な被害をもたらす最大クラスの津波を対象に検討を実施する必要がある。 
最大クラスの津波の設定に際しては、現在の知見に基づいて想定される最大地震により引き起

こされる津波など、あらゆる可能性を考慮して設定するものとする。 
なお、最大クラスの津波について、津波の断層モデルの新たな知見が得られた場合には、最大

クラスの津波の設定を見直すことも必要である。 
 
また、遠地津波を考慮すべき海岸もある。過去の遠地津波の来襲状況なども整理、検討し、最

大遠地津波による津波高が上記対象津波の津波高よりも大きい場合には、遠地津波を最大クラス

の津波として設定し、実績の痕跡高から浸水の区域や水深を設定するなどの措置が必要となる。 
 
なお、最大クラスの津波の設定に際しては、以下にも留意して実施する必要がある。 
 最大地震が必ずしも最大クラスの津波に対応するとは限らないことがある。地震が小さく

とも津波高の大きい「津波地震」があり得ることに留意する必要がある。 
 設定された最大クラスの津波による浸水想定の結果が、隣接する都道府県間で、浸水域の

                                                  
10 中央防災会議 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会 報告，2011. 

http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/higashinihon/index_higashi.html 
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範囲や被害の程度において、齟齬が生じていないことにも留意する必要がある。 
 設定した津波浸水想定を、国土交通大臣に報告し、関係市町村に通知・公表するにあたっ

ては、最大クラスの津波の設定理由もあわせて報告等を行うことに留意する必要がある。 
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2.2 最大クラスの津波の設定の手順 

最大クラスの津波は、地域海岸ごとに、過去に発生した津波の実績津波高及びシミュレーシ

ョンにより想定した津波高、発生が想定される津波の津波高などから津波高が最も大きい津波

を設定する。 
 

＜解説＞ 

最大クラスの津波は、次に掲げる手順により設定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐5 最大クラスの津波の設定の手順 

 
(1) 地域海岸について 

海岸保全基本計画を作成すべき一体の海岸の区分（沿岸）を 
 湾の形状や山付け等の自然条件 
 文献や被災履歴等の過去に発生した津波の実績津波高さ及びシミュレーションの津波

高さ 
から、同一の津波外力を設定しうると判断される一連の海岸線に分割したものをいう。 

 
(2) 過去に発生した津波の実績津波高の整理 

過去に発生した津波の実績津波高は、大学等の研究機関・学会により実施された痕跡高調査

並びに歴史記録及び文献等に津波による痕跡高の記録が残されているものを用いることとし、

 痕跡高調査や歴史記録・文献等を活用 

 地震発生の記録はあるが、津波高のデータが無い場合は、可能な範囲で津波浸水

シミュレーション等により津波高を想定 

 上記で整理した津波からグラフを作成し、津波高が最も大きい津波を最大クラス

の津波として設定 

 今後、中央防災会議等において検討が進み、想定地震の規模や対象範囲の見直し

等が行われた場合には、適宜見直すことが必要 

２．最大クラスの津波の設定手順 

① 過去に発生した津波の実績津波高の整理 

② 過去に発生した津波の津波高のシミュレーションによる想定 

④ 最大クラスの津波の設定 

１．最大クラスの津波の設定単位 

最大クラスの津波の設定は、地域海岸ごとに設定することが基本 

 想定地震により引き起こされる津波の津波高を整理・活用 

③ 発生が想定される津波の津波高の整理 
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次により整理するものとする。 
①  痕跡高調査については、土木学会海岸工学委員会における津波被害調査のマニュアル

11等に基づき行われたものを収集し、整理すること。 
津波被害調査のマニュアル等に基づく調査結果が無い又は不足する等の理由により、

その他の痕跡高調査の結果を用いる場合は、信頼できるデータか留意すること。 
地形の改変等により、海岸線付近での痕跡高調査の結果が得られない場合は、信頼で

きるデータにおいて緯度経度を参照した上で、出来うる限り海岸線近くの痕跡高を用い

ること。 
②  歴史記録及び文献等の資料については、中央防災会議等が検討にあたって用いた津波

高や、津波高のデータを補う必要がある場合は、「日本被害津波総覧12」等の公表資料

のほか、地方整備局や都道府県、気象庁等の既存の調査結果を収集し、整理すること。

なお、過去の痕跡高の記録を整理する際には、極力、海岸線付近における記録を用いる

ことする。 
 

(3) 過去に発生した津波の津波高のシミュレーションによる想定 

過去に発生した津波について、地震発生の記録はあるが、津波高のデータが無い場合は、津

波堆積物等の調査結果から浸水範囲等を明らかにしたうえで、可能な範囲で津波浸水シミュレ

ーション等により津波高を想定するよう努めるものとする。その際、中央防災会議や地震調査

研究推進本部等の公的な機関におけるシミュレーション結果が公表されているものについて

は、当該結果も参考とする。 
 

(4) 発生が想定される津波の津波高の整理 

中央防災会議や地震調査研究推進本部等の公的な機関において、発生の可能性が指摘された

想定地震がある場合には、当該地震による津波を対象とした津波浸水シミュレーションにより、

最大クラスの津波を設定するためのデータとして活用することができる。その際、各地域海岸

にとって、悪条件となるような津波断層モデルの設定に留意する必要がある。 
 

(5) 最大クラスの津波の設定 

（2）及び（3）、(4)で得られた、過去に発生した津波の実績津波高及びシミュレーションに

より想定した津波高、発生が想定される津波の津波高を基に、地域海岸ごとに、横軸に津波の

発生年（想定地震の場合には右端）、縦軸に海岸線における津波高を取り、グラフを作成する。

グラフには、各津波に対して最も大きな津波高の値をプロットする。（図-6 を参照） 
作成したグラフの中から津波高が最も大きい津波を、最大クラスの津波として設定する。 
 

(6) 留意事項 

津波浸水想定は、都道府県知事が設定することから、津波浸水想定を設定するための対象と

なる最大クラスの津波も都道府県で一つと考えられるが、半島や複数の沿岸が立地する都道府

                                                  
11 津波被害調査のマニュアル：今村文彦，東北大学工学部附属災害制御研究センター 
12 渡辺偉夫：日本被害津波総覧，東京大学出版会，1998. 
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県では、最大クラスの津波を引き起こす地震が同一都道府県内で複数設定される場合もあるこ

とに留意する必要がある。 
今後、中央防災会議等において検討が進み、過去に発生した地震や想定地震の規模や対象範

囲の見直し等が行われた場合（マグニチュードや連動型発生等の大きな地震）は、その津波高

も適宜検討に加え、見直すものとする。 
また、津波高が最も大きい津波の検討の結論を示すだけでなく、検討の根拠を記録として残

し、後に確認できるようにしておくことに留意する。 

【最大クラスの津波を設定するためのグラフ】 
本節の(5)で記載した「最大クラスの津波を設定するためのグラフ」の例を図-6 に示す。 
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※このグラフは文献等か

ら水管理・国土保全局

がプロットしたもの。実

際に最大クラスの津波

を設定する場合には精

査が必要。

最大クラスの津波の抽出

 
図‐6 最大クラスの津波を設定するためのグラフ（例） 

最大クラスの津波は、本節(2)及び(3)、(4)のデータを基に、上記のグラフを作成し、津波高が

最も大きい津波を、最大クラスの津波として設定する。その際、最大クラスの津波を引き起こす

地震が同一都道府県内で複数設定される場合があることから、地域海岸ごとにグラフを作成する

必要があることに留意する。 



  3.計算条件の設定 

23 

3. 計算条件の設定 

3.1 津波の初期水位（断層モデル） 

津波の初期水位は、地震の断層モデルによって計算される海底基盤の鉛直変位分布（隆起や

沈降）を海面に与える方法を用いることを基本とする。 
津波の初期水位を与える断層モデルは、中央防災会議や地震調査研究推進本部等の公的な機

関が妥当性を検証したものとして発表している断層モデルがあればこれも参考にして設定する

ことができる。 
 
＜解説＞ 

津波の発生原因としては、断層運動による地震のほかに、火山噴火、陸域からの土砂・土石流

の海中への突入、海底地すべり、隕石の衝突など、多くの地球物理学的現象が、本手引きでは、

これらの発生原因の中でも、発生の割合が大きく、発生場所が広範囲にわたる断層運動による地

震に伴う津波を対象としている。 
津波浸水シミュレーションは、計算条件として津波の初期水位（＝海面の変位分布）を与え、

運動方程式と連続式を時間経過に伴い数値的に解くものである。このため、津波浸水シミュレー

ションの出力として得られる浸水の区域や水深は、この初期水位の設定に大きく左右される。 
津波浸水シミュレーションにおける津波の初期水位は、初期条件として与える方法と境界条件

として与える方法とがある。 
前者は計算領域内で津波を発生させる方法で、地震の断層モデルから計算される海底基盤の鉛

直変位分布をその直上に与える方法が一般的であり、本手引きでも、この方法を基本とする。 
後者は計算領域外で発生した津波の水位や流量フラックスの時間的変化を計算領域の境界で

入力する方法で、計算領域の構成が複雑な場合や、湾口や外海で観測された津波の波形を用いた

い場合に使用する。 
なお、最大クラスとなる津波について、津波の断層モデルの新たな知見が得られた場合には、

適切に見直す必要がある。 
 
(1) 初期水位（断層モデル）の設定 

津波の初期水位を与える断層モデルの設定については、中央防災会議や地震調査研究推進本

部等の公的な機関が妥当性を検証したものとして発表している断層モデルがあればこれも参

考にして設定することができる。その際、各地域海岸にとって、悪条件となるような津波断層

モデルの設定に留意する必要がある。 
中央防災会議等により津波の断層モデルが公表されていない海域については、現時点で十分

な調査結果が揃っていない場合が多い。 
このため、過去に発生した地震による津波高の再現シミュレーションを実施し、過去発生し

た津波の痕跡調査、文献調査、津波堆積物調査等の結果と照らし合わせることで（本章の(3）
再現性の調整・検証 を参照）、その津波を発生させる断層モデルの逆算を行って設定するもの

とする。 
この際の各種施設の条件は、再現対象とする地震や津波による被災実態に応じて設定する必

要がある。また、歴史地震など各種施設が整備されていない時代の津波については、構造物が
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ないものとすることが考えられる。水門・陸閘等の操作を必要とする構造物については、対象

地震時の開閉実態がわかっている場合は、それに合わせることとする。 
なお、過去発生した津波の痕跡調査、文献調査、津波堆積物調査等の資料は、津波防災地

域づくりに関する法律第 6 条による基礎調査の結果から得られるものであり、基本指針の「二 

法第六条第一項の基礎調査について指針となるべき事項」の「イ 過去に発生した地震・津

波に係る地質等に関する調査」に基づき、実施するものである。 
以上については、国の公的な機関において検討した断層モデルを都道府県に示していくが、

これを待たずに最大クラスの津波の断層モデルを都道府県独自に設定することもあるとして

いる。なお、設定された最大クラスの津波による浸水想定の結果が、隣接する都道府県間で、

浸水域の範囲や被害の程度において、齟齬が生じていないことにも留意する必要がある。 
 

(2) 初期水位（断層モデル）の調整 

中央防災会議や地震調査研究推進本部等の公的な機関が妥当性を検証したものとして発表

している断層モデルは、広域の沿岸全体を平均的に推計できる断層モデルであり、必ずしも各

地域海岸にとって再現性がもっとも高いモデルではない場合がある。このため、東北地方太平

洋沖地震のように津波痕跡の記録が詳細に残っている場合には、(1)で設定した断層モデルを、

地域海岸毎に痕跡値に適合するように調整することができる。 
なお、想定地震や歴史地震で対象地域海岸に津波痕跡の記録が残っていない場合には、発表

されている初期水位（断層モデル）をそのまま使用することができる。 
 

(3) 再現性の調整・検証 

(1)で述べた断層モデルの逆算や(2)で述べた初期水位（断層モデル）の調整を行う場合は、

津波痕跡高を用いて津波浸水シミュレーションの再現性を確認する。 
津波痕跡高と計算値の空間的な適合度を表す指標として、相田（1977）13による幾何平均 K

および幾何標準偏差κが用いられることが多い。 
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ここで、 
n:地点数、Ki=Ri/Hi、Ri：i 番目の地点での津波痕跡高、Hi：i 番目の地点での計算値 

である。 
幾何平均 K は津波痕跡高と計算値の平均的な対応関係を示しており、1 に近いほど計算値

が津波痕跡高とよく対応していることを表す。一方、幾何標準偏差κは津波痕跡高と計算値と

の対応関係のばらつきを示しており、小さいほど計算値が津波痕跡高とよく対応していること

を表す。なお、K とκは、次の条件となることが、一般的には目安とされている14。 

05.195.0 <Κ<      45.1<κ  

                                                  
13 相田勇：三陸沖の古い津波のシミュレーション，地震研究所彙報，Vol.52，pp.71-101，1977． 
14 土木学会原子力土木委員会 津波評価部会：「原子力発電所の津波評価技術 本編」，pp1-26，平成 14 年 2 月 
   http://committees.jsce.or.jp/ceofnp/system/files/TA-MENU-J-01.pdf 
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【断層モデルの概要】 
地震の断層モデルとは、地震の発生メカニズムを断層運動で表したものである。断層モデ

ルは、動的断層パラメータと静的断層パラメータから構成されているが、津波計算の初期条

件として必要となるのは、主として静的断層パラメータである。東北地方太平洋沖地震等に

よる津波のように大規模で複数の断層が連動するような場合には、動的断層パラメータ（破

壊速度、立ち上がり時間）を入れて検討する場合があり、この場合には初期水位のほかに津

波波形も与える。 
通常の自然地震は、地下の断層面を境として両側の岩盤がずれることにより発生する。断

層運動は断層面の全域にわたって一瞬のうちに起こるものではない。先ずは、ある一点から

運動が始まり、秒速 3km 前後の速さで断層面を広がっていく。この現象をモデル化したも

のが断層モデルである。断層モデルにより、海底基盤の鉛直変位分布が求められる。断層の

上部に乗っている海水の流出入は地震による海底変動に比べて十分に緩慢であり、海水の圧

縮量も十分に小さいと仮定すると、津波の初期水位（＝海面の変位分布）は海底基盤の鉛直

変位分布に一致すると考えられる。 
 

 
本図は断層運動と地表面上下変動の関係を模式的に示したものである。 

東北地方太平洋沖地震ではプレート境界で逆断層運動が起こり、模式図に示すように沖合側では隆起、

陸側では沈降が発生した。 

図‐7 東北地方太平洋沖地震（2011 年）における断層運動と上下変動の関係（国土地理院） 
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断層モデルは、津波浸水シミュレーションを実施する上での、海底基盤の鉛直変位分布と

津波の初期水位を決定する。 
断層モデルは、断層面の向き（走行）や傾き（すべり角、傾斜角）、大きさ、面上でのずれ

の量、破壊の進行速度などのパラメータで表現され、表-2 のようなものがある。これらの諸

元は津波の大きさと浸水状況に直接影響する。 
 

表‐2 断層モデルのパラメータ 

基準点位置：緯度 N、経度 E 断層面の位置を示す。断層面の位置を手前に傾き

下がるように置いた場合、左上に位置する端点を

断層基準点と定め、その緯度 N、経度 E、深さｄ

を示す。 断層面上縁深さ：ｄ 

断層長さ：L 

断層面の大きさを示す。 断層幅：W 

すべり量：D 

走向：θ 
断層が水平方向でどの方角（北から時計周り

に測った角度）に伸びているかを示す 

断層面の向きを示す。 傾斜角：δ 
断層面が水平面からどれだけ傾いているか

を示す 
すべり角：λ 

断層がどの方向に動いたかを示す 
 

δ
λ

鉛直線

走向

断層面

すべり

北

走向（STRIKE)
断層面と水平面の交わる線の方向。
通常は、北から時計周りに測る。

この時、断層は走向に向いて右手方向
に沈降しているようにとる。

傾斜角（DIP)
断層面の水平面からの傾斜。

すべり角（SLIP)
断層面の上盤（上側の岩盤）の下盤（下側の岩盤）
に対する相対的なすべり方向。断層の走向から断

層面に沿って反時計周りに測る

θ

断層長さ：L

下盤

断層幅：W

 
図‐8 断層モデルのパラメータの概念図 
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Rupture velocity

Rising time of dislocation
Focus

 
（破壊速度 Rupture velocity，立ち上がり時間 Rising time） 

図‐9 動的断層パラメータ 

 
断層モデルのパラメータ 

緯 度 経 度 上端深さ 長 さ 幅 走 向 傾斜角 すべり角 すべり量 モーメントマグニチュード

38.80゜ 144.00゜ 5.1km 186km 129km 203゜ 16゜ 101゜ 24.7m 8.8 

37.33゜ 142.80゜ 17.0km 194km 88km 203゜ 15゜ 83゜ 6.1m 8.3 

図‐10 東北地方太平洋沖地震（2011 年） 震源断層モデルの概念図（国土地理院） 
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3.2 潮位（天文潮） 

津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレーションにおける潮位（天文潮）は、朔望

平均満潮位とすることを基本とする。 
 

＜解説＞ 
津波は、沿岸に到達した際、潮位が高いほど陸上へ遡上しやすくなるため、浸水の区域や水深

が増大する。 
津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレーションでは、浸水の区域や水深を危険側に

想定する必要があるため、潮位（天文潮）は H.W.L.（朔望平均満潮位）を基本とする。 
ただし、「災害には上限がない」ことを教訓に「何としても人命を守る」という観点から、H.W.L.

（朔望平均満潮位）より高い潮位を設定することもある。 
また、過去に発生した地震による津波高の再現シミュレーションを行う場合は、比較検証する

対象の津波が来襲した時点の潮位を設定することを基本とするが、この潮位が不明な場合には、

潮位（天文潮）を平均潮位や T.P. 0m としてもよい。 
なお、河川内の初期水位は、「津波の河川遡上解析の手引き（案）」15において、本節で設定し

た潮位を河口付近における出発水位として、河川流量から不等流計算によって求められた水位を

設定することとされている。 
その際の河川流量は、津波浸水シミュレーションでは平水流量（185 日 / 365 日）を、再現シ

ミュレーションでは比較検証する対象の津波が来襲した時点の河川流量を用いることとされて

いる。 
 
 
 
 

                                                  
15 （財）国土技術研究センター：「津波の河川遡上解析の手引き（案）」，2007 

http://www.jice.or.jp/siryo/t1/pdf/tsunami.pdf 
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3.3 計算領域及び計算格子間隔 

津波浸水シミュレーションの計算領域および計算格子間隔は、波源域の大きさ、津波の空間

波形、海底・海岸地形の特徴、対象地区周辺の微地形、構造物等を考慮して、津波の挙動を精

度良く推計できるよう適切に設定するものとする。 
 
＜解説＞ 

(1) 計算領域 

津波浸水シミュレーションの計算領域は、波源域を含み、屈折、反射、遡上等が精度よく推

計できるような領域を設定する必要がある。 
 

(2) 計算格子間隔 

津波浸水シミュレーションにおける計算格子間隔は、屈折、反射、遡上等の津波の挙動を精

度良く推計できるように設定する必要がある。 
計算格子間隔は、主要な計算領域全体にわたり、津波の空間波形の１波長の 1/20 以下とす

ることが望ましいとされている（長谷川ら、1987）。 
屈折現象の影響が大きいと判断される領域については、津波の空間波形の１波長の 1/100

以下の計算格子間隔が必要となる場合がある（土木学会「原子力発電所の津波評価技術」）。 
海域においては、外洋では津波の１波長は数 10km～数 100km のオーダーであるが、沿岸

部で水深が小さくなるにつれて波長が短くなるため、これに合わせて順次細かい計算格子間隔

を用いる必要がある。このため、津波の空間波形および地形の状況に応じて、異なる計算格子

間隔の領域を接続して同時に計算する方法（ネスティング）が用いられることが多い。このよ

うな接続計算では、小領域で発生した短波長成分の一部が大領域に伝播せず再反射してしまう

影響を軽減するため、成分格子間隔を 1/3あるいは 1/2等の割合で小さくしていくことが多い。 
陸域においては、斜面勾配α、周期 T、重力加速度 g を用いた次式によって、格子間隔（Δ

x）を設定してもよいが（土木学会「原子力発電所の津波評価技術」16）、局地的な地形も再現

されていることが必要となることから、最小計算格子間隔は 10m 程度より小さくすることを

目安とする。 
 

4
2 107 −×≤

Δ
gT

x
α

 （マニングの粗度係数 n=0.03m-1/3s の場合） 

 
計算格子間隔は細かくすると計算精度も向上するが、計算における負荷、データ作成費用が

大きくなることにも留意する必要がある。 
 
 

                                                  
16土木学会原子力土木委員会 津波評価部会：「原子力発電所の津波評価技術 本編」，pp1-51，平成 14 年 2 月 
   http://committees.jsce.or.jp/ceofnp/system/files/TA-MENU-J-01.pdf 
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3.4 地形データ作成 

海域や陸域の地形は津波の伝播や遡上に大きく影響を与えるため、こうした津波の挙動を予

測するためには、地形に関する情報が不可欠であり、津波浸水シミュレーションにおいても、

格子状の数値情報からなる地形データを用いる。 
 
＜解説＞ 

地形データは、津波防災地域づくりに関する法律第 6 条による基礎調査の結果から得られる。

基礎調査は、基本指針の「二 法第六条第一項の基礎調査について指針となるべき事項」の「ア 

海域、陸域の地形に関する調査」に基づき、実施するものである。 
 
地形データの作成にあたっては、数 m 単位の格子となっており、最も解像度が高いことから、

国土交通大臣等による航空レーザ測量の結果等を活用することを基本とする。 
なお、海域の地形データを「海底地形データ」や「水深データ」、陸域の地形データを「地形

データ」や「標高データ」という場合がある。 
 
地形データは、津波浸水シミュレーションによって得られる浸水の区域や水深に影響を与える

ことから、地形データは、最新のものとなるよう努めるとともに、東北地方太平洋沖地震等によ

る地盤変動についてもできる限り考慮することとする。 
東北地方太平洋沖地震による地盤変動が生じている陸域については、東北地方太平洋沖地震後

に航空レーザ測量で取得された標高格子データを使用することを基本とするが、東北地方太平洋

沖地震後の地形データが存在しない地域では、東北地方太平洋沖地震の地盤変動量を考慮した上

で、東北地方太平洋沖地震前の標高格子データを利用してもよい。 
また、東北地方太平洋沖地震による地盤変動が生じている陸域のうち、東北地方太平洋沖地震

後に航空レーザ測量が行われていない地域では、空中写真（ステレオマッチング）で取得された

地形データを使用してもよい。 
 
一般的に、陸域の標高は東京湾平均海面（T.P.：Mean Sea Level of Tokyo Bay）を基準面と

し、海域の海面の高さ(潮位)は検潮所毎に設定される潮位観測基準面(DL：Datum Line)を基準

面としている。 
津波浸水シミュレーションは海域と陸域を一体として行うものであるから、使用する地形デー

タは原則として東京湾平均海面（T.P.）を基準面とするものとする。また、異なる地形データ資

料の接合部については、現地の地形状況などを踏まえて、適切に処理するものとする。 
また、格子状の数値情報からなる地形データを作成するにあたっては、計算精度に影響を与え

る要因として、計算格子間隔だけでなく、地形データの精度も重要であることから、実際の地形

や地図と比較して不自然なものとなっていないか留意することとする。 
 
海域及び陸域に関する地形データについては、本手引き「5.2 地形データ（海域）に関する情

報」、「5.3 地形データ（陸域）に関する情報」に掲載している。 
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3.5 粗度係数 

津波が沿岸域に到達し、陸域に遡上する場合には、海底や地面による抵抗が無視できなくな

るため、津波浸水シミュレーションにおいて、粗度係数を用いて考慮することを基本とする。

 
＜解説＞ 

津波が沿岸域に到達し、陸域に遡上する場合には、海底や地面による抵抗が無視できなくなる

ため、津波浸水シミュレーションに用いる運動方程式において、以下のような摩擦項を考慮する

ことになる。 

22
3/7

2
NM

D
Mgn

+ ， 22
3/7

2
NM

D
Ngn

+  

ここでは、n はマニングの粗度係数であり、海域では 0.025 程度の値が一般的には用いられる

が、陸域では遡上した津波が市街地の建築物等によって受ける抵抗など土地利用状況に応じて数

段階に分けて値を設定する方法を採用する場合が多い。 
このため、表-３のような土地利用状況に応じた粗度係数も提案されている。 
粗度係数を設定するための土地利用状況は、津波防災地域づくりに関する法律第六条による基

礎調査の結果から得られる。基礎調査は、基本指針の「二 法第六条第一項の基礎調査について

指針となるべき事項」の「ウ 土地利用等に関する調査」に基づき、実施するものである。 
 

表‐3 粗度係数の設定例（小谷ほか、1998） 

土地利用 
粗度係数 sm ⋅

−
3
1

 

住宅地（高密度） 0.08 
住宅地（中密度） 0.06 
住宅地（低密度） 0.04 
工場地等 0.04 
農地 0.02 
林地 0.03 
水域 0.025 
その他（空地、緑地） 0.025 

出典：小谷美佐、今村文彦、首藤伸夫「GIS を利用した津波遡上計算と被害推定法」 

（海岸工学論文集第 45 巻、平成 10 年 11 月） 

 
なお、大規模な線的構造物や建築物を粗度係数ではなく地形データとして扱う場合には、粗度

係数を「その他（空地、緑地）」とするなどその整合に留意する必要がある。 
また、対象とする津波が発生した時の土地利用が不明な場合や対象とする津波による住宅等の

流失が大きい場合には、粗度係数を一律に「その他（空地、緑地）」とすることも考えられる。 
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3.6 各種施設の取り扱い 

津波の伝播過程や遡上過程にあって地盤より高い線的構造物については、計算格子間隔より

幅が広いものは地形データとして、計算格子間隔より幅が狭いものは越流条件を適用する格子

境界として整理することを基本とする。 
 
＜解説＞ 

(1) 浸水予測の結果に与える影響について 

津波の伝播過程や遡上過程にあって地盤より高い以下の線的構造物は、津波の挙動に影響を

与える。また、線的構造物の開口部や水門・陸閘等の構造物は、津波が通過する可能性がある。 
（線的構造物の例） 
・海岸堤防等 
・港湾施設、漁港施設（防潮堤、防波堤） 
・河川堤防等 
・道路や鉄道の盛土等 
 

(2) 各種施設の取り扱いの考え方 

① 線的構造物 
大規模な線的構造物は津波の挙動に影響を及ぼすことから、平均地盤高からの比高が

50cm 以上のものは、津波浸水シミュレーションに反映する必要がある17。 
津波浸水シミュレーションにおける線的構造物の取り扱いは、下図のように、その大きさ

と計算格子間隔との大小関係に応じて異なる。計算格子間隔より幅が広い線的構造物は、そ

の高さを各計算格子に与えて地形データとして取り扱うのが一般的である。 
一方、計算格子間隔より幅が狭い線的構造物は、計算格子間に壁があるもの（格子境界）

として整理し、その高さを越流条件で考慮することが一般的である。 
また、断面形を地形データとして整理しつつ、越流条件を組み合わせて格子境界として天

端高を与える方法もある。 
なお、消波ブロックを積み上げた透過性の離岸堤等については、施設がないものとして扱

うものとする。 

計算格子 計算格子

地形データとして
取り扱う場合

越流条件として
取り扱う場合

計算格子

地形データと越流条件を組
み合わせて取り扱う場合

計算格子 計算格子

地形データとして
取り扱う場合

越流条件として
取り扱う場合

計算格子

地形データと越流条件を組
み合わせて取り扱う場合

 
図‐11 津波浸水シミュレーションにおける構造物の取り扱いの例 

② 線的構造物の開口部及び水門・陸閘等 
線的構造物の中に大規模なボックスカルバート等の開口部が存在する場合には、オリフィ

スとして扱うなど、津波浸水シミュレーションにおいて考慮する必要がある。 
                                                  
17 国土交通省河川局：浸水想定区域図作成マニュアル，ｐ13，2005.  

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/press/200507_12/050705/050705_manual.pdf 
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3.7 地震による地盤変動 

地震による陸域の沈降が想定される場合には、断層モデルから算出される沈降量を、陸域の

地形データの高さから差し引くことを基本とする。 
地震による陸域の隆起が想定される場合には、隆起量は考慮しない。 

 
＜解説＞ 

地震によって陸域が沈降する場合には、その沈降量の分だけ地盤や線的構造物の高さが低くな

ることになる。このため、断層モデルから沈降量を算定し、その結果を用いて陸域の地形データ

の高さから差し引くことを基本とする。地震による陸域の隆起が想定される場合には、隆起量は

考慮しない18。 
また、液状化による地盤の沈下については、必要に応じて考慮することが望ましい。 

 
 
 

                                                  
18 内閣府（防災担当）・農林水産省農村振興局・農林水産省水産庁・国土交通省河川局・国土交通省港湾局：津

波・高潮ハザードマップマニュアル，pp43，2004. 
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3.8 河川内の津波遡上の取り扱い 

河川内を遡上する津波の挙動の取り扱いについては、「津波の河川遡上解析の手引き（案）」

を参照することを基本とするとともに、関係河川管理者と調整を図ることとする。 
 
＜解説＞ 

震源から沿岸に達した津波の一部は、河口から河川内を遡上し、河川から溢れて浸水を引き起

こす可能性がある。 
津波浸水シミュレーションにおいては、河川地形（河道平面形状・河床高など）を考慮しない

と、河川から生じる浸水を適切に評価することができない。 
河川域においては、津波の挙動を適切に表現するために、河川管理者が保有する河川縦横断面

図等をもとに計算格子の地形データを設定する必要性等があることから、河川内を遡上する津波

の取り扱いについては、「津波の河川遡上解析の手引き（案）」19を参照することを基本とすると

ともに、関係河川管理者と調整を図ることとする。 
 
 
 
 

                                                  
19 （財）国土技術研究センター：「津波の河川遡上解析の手引き（案）」，2007 

http://www.jice.or.jp/siryo/t1/pdf/tsunami.pdf 
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3.9 計算時間及び計算時間間隔 

津波浸水シミュレーションの計算時間は、津波の特性等を考慮して、最大の浸水の区域及び

水深が得られるように設定するものとする。 
津波浸水シミュレーションの計算時間間隔は、計算の安定性等を考慮して適切に設定するも

のとする。 
 
＜解説＞ 

(1) 計算時間 

津波は第一波が最大とは限らず、津波の初期水位や沿岸での挙動によっては、第二波以降に

浸水の区域や水深が最大になることも考えられる。よって、最大の浸水の区域及び水深が得ら

れるように、十分な計算時間を設定するものとする。 
 

(2) 計算時間間隔 

計算時間間隔は、適切に設定された計算格子間隔に対する計算の安定性等を考慮して、次に

示す CFL 条件を満たすように設定する必要がある。 

max2gh
xt Δ

≤Δ  

ここに、Δt は 計算時間間隔、Δx は計算格子間隔、hmaxは最大水深、g は重力加速度であ

る。 
ただし、実際に計算を行う場合は、数値誤差や現象の非線形性が介在するため、計算時間間

隔を上記条件に比べて余裕をもって小さく設定する必要がある（土木学会「原子力発電所の津

波評価技術」20）。 
 
 
 
 
 
 

                                                  
20土木学会原子力土木委員会 津波評価部会：「原子力発電所の津波評価技術 本編」，pp1-52，平成 14 年 2 月 
   http://committees.jsce.or.jp/ceofnp/system/files/TA-MENU-J-01.pdf 
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4. 津波浸水シミュレーション 

4.1 目的 

津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレーションは、最大クラスの津波を対象に、

最大の浸水の区域や水深等を得るために実施する。 
 

＜解説＞ 
津波浸水想定は、建築物の立地状況、線的構造物等の整備状況等により変化することが想定さ

れるため、津波浸水の挙動に影響を与えるような状況の変化があった場合には、再度、津波浸水

シミュレーションを実施し、津波浸水想定を適宜見直していくこととする。 
津波浸水想定は、津波災害警戒区域の指定等に活用されることから、東北地方太平洋沖地震・

津波の被災地においては、復興計画等に定められた土地利用（ゾーニング）や二線堤としての機

能を期待する線的構造物の配置、高さ等を対象に、津波浸水シミュレーションを実施することと

する。 
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4.2 各種施設の条件設定 

津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレーションを実施する際には、「災害には上限

がない」ことを教訓に、「なんとしても人命を守る」という観点から、最大クラスの津波が悪条

件下において発生し浸水が生じることを前提に、地震や津波による各種施設の被災を考慮する

ことを基本とする。 
また、水門・陸閘等については、耐震性を有し自動化された施設、常時閉鎖の施設、耐震性

を有し津波到達時間より早く閉鎖できると考えられる施設については閉鎖状態として、それ以

外の施設は開放状態として取り扱うことを基本とする。 
 
＜解説＞ 

各種施設は設計対象の地震や津波に対しては所要の安全性を有するが、設計値以上の地震や津

波では被災する可能性がある。各種施設の条件の設定については、「災害には上限がない」こと

を教訓に、「なんとしても人命を守る」という観点で設定する必要がある。このため、最大クラ

スの津波が悪条件下において発生し浸水が生じることを前提に、地震や津波による各種施設の被

災を考慮して、津波浸水シミュレーションを行うことを基本とする。 
 
(1) 地震に対する各種施設の条件設定 

地震による各種施設の被害については、適切な耐震解析法に基づいて行われた既存の照査結

果を用いて、津波浸水シミュレーションにおける条件設定を行う。具体的には、最大クラスの

津波を引き起こす地震に対する各種施設の耐震性について検討し、耐震性が不十分な場合には

「沈下する」または「破壊する」ものとする。なお、「破壊する」場合の破壊後の形状は「無

し」と設定することを基本とする。 
なお、海岸保全施設の耐震解析法は、「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」では以下の

ように規定されている。 
・レベル１地震動に対する耐震性能は、震度法による耐震設計により安全性が確保されて

いることで満足されているものとみなせる。ただし、液状化が発生すると判定される場

合には、要求する耐震性能の高さに応じて適切に照査するものとする。 
・レベル２地震動に対する耐震性能は、変形、応力、ひずみ量等を精度よく評価できる手

法により照査することができる。 
また、「海岸保全施設等耐震点検マニュアル」には、地震による海岸堤防等の沈下量を想定

する手法が示されている。 
 
(2) 津波に対する各種施設の条件設定 

津波による海岸堤防、河川堤防等の被災条件については、東北地方太平洋沖地震による津波

で見られたような海岸堤防、河川堤防等の破壊事例などを踏まえ、津波が越流し始めた時点で

「破壊する」ものとし、破壊後の形状は「無し」と想定して設定することを基本とする。 
なお、河川の高規格堤防のほか、海岸堤防等についても背後の地形等によっては、技術的な

裏付けをもって、構造物が破壊しないとすることもあり得る。 
また、河川堤防等については、河川内を遡上した津波が上流部で溢れる場合など、破堤地点
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の設定によって浸水の区域や水深が異なることから、津波が越流し始めた時点で「破壊しない」

とする場合の方が悪条件となる可能性があることに留意する必要がある。 
 
上記の観点から、津波防災地域づくりに関する法律第 8 条第 3 項に基づき、都道府県知事が、

最大クラスの津波に対する海岸堤防、河川堤防等の条件設定に際し、必要があると認めるときは、

関係する海岸管理者及び河川管理者の意見を聴くものとする。 
 
なお、二線堤として効果を期待する道路や鉄道等の線的構造物の被災条件については、東北地

方太平洋沖地震等による津波で被災した線的構造物の破壊事例を基に、個別に判断するものとす

る。 
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4.3 津波浸水シミュレーション結果の出力 

陸域への津波遡上による浸水状況がわかるように、津波浸水シミュレーションの結果として、

津波浸水想定に定めるべき最大の浸水の区域や水深などを出力するものとする。 
 

＜解説＞ 
(1) 津波浸水シミュレーション結果の出力 

津波浸水シミュレーションの計算結果として、津波浸水想定に定めるべき 
・最大の浸水の区域 
・最大の浸水の水深 

に加え、必要に応じて、 
・法第 53 条第 2 項に定める基準水位21（最大時点の比エネルギー22） 
・地震発生から津波が沿岸に到達するまでの時間 

を出力するものとする。 
これらは、ハザードマップの作成・改定や津波避難計画の策定、地域防災計画の見直し等に

活用されるほか、都道府県知事が指定する「津波災害警戒区域」や「津波災害特別警戒区域」

の設定、これらの区域指定に際し必要となる「基準水位」の設定、基準水位に基づく「特定建

築行為の制限」や「指定避難施設」の検討、市町村長が作成する「津波防災地域づくりを総合

的に推進するための計画（推進計画）」の検討などに活用される。 
従って、これらの出力結果は、津波防災地域づくりの基本となるものであることから、表示

の仕方については、使い方や分かり易さを考慮して、適切な表示方法を検討する必要がある。 
 

(2) 最大の浸水の区域及び水深について 

都道府県知事は、津波防災地域づくりに関する法律第 8 条第 4 項及び第 6 項に基づき、津

波浸水シミュレーションの結果を踏まえ、津波浸水想定を設定又は変更した場合には、国土交

通大臣に報告し、且つ関係市町村長に通知するとともに、公表しなければならない。 
津波浸水想定の公表にあたっては、都道府県の広報、印刷物の配布、インターネット等によ

り十分に周知が図られるように努めるものとする。 
最大の浸水の区域は、不確実性を有していることに留意が必要である。確実な避難を図るた

めには、浸水の区域の外側にバッファーゾーン（予測上は浸水しないが予測の不確実性を考慮

すると浸水の恐れがある区域）を設ける等について検討することが望ましい。 
また、津波浸水想定を活用した避難計画の検討等を考慮し、浸水情報や背景情報といった必

要なデータは地理情報システム（GIS）を用いて整備し、求めに応じ提供できる形式とするこ

とが望ましい。 
なお、津波浸水想定は不確実性（本手引き 1.6.4 で示した津波浸水シミュレーションの誤差

等）を有するため、公表にあたってはその旨を資料に明記するなどの措置が必要となることに

留意が必要である。 

                                                  
21 基準水位とは、津波浸水想定に定める水深に係る水位に建築物等への衝突による津波の水位の上昇を考慮して

必要と認められる値を加えて定める水位のこと。 
22 比エネルギーとは、地盤面を基準とし、エネルギーを水頭で表したものであり、速度水頭（運動エネルギーに

対応）と水深（地盤面を基準とした位置エネルギーと圧力エネルギーの和）との和で表現される。 
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(3) 基準水位について 

法第 53 条第 2 項に定める基準水位（比エネルギーが最大となる時点のもの）については、

下式を用いて算定することができる。 
下式は、津波のせき上げ現象が、その地点で津波が有するエネルギーの大きさに起因すると

考えられることから、具体的な建築物等が定まっていない時点の津波浸水シミュレーション結

果より、比エネルギーを算定するものである。 
その際、浸水深とフルード数は比エネルギーが最大となる時点のものとするが、津波の最先

端部のように水深が浅く瞬間的又は局所的に流速が大きくなる時点等ではなく、一連の津波の

挙動から大局的に適切な時点を選択するように留意する。 
また、遡上した津波のエネルギーが集中するような形状や配置の建築物等においては、下式

により算定した基準水位が、実現象より低くなる場合があることに留意する必要がある。 

[ ]
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⎥
⎦

⎤

⎢
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⎦

⎤
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Frh

g
v

hh b
b
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ここで、 
hf max ：基準水位 
Eb ：比エネルギー 
hb､vb ：津波浸水シミュレーションによる任意地点の浸水深、流速 

（p14 の支配方程式に記述している記号との関係： Dhhb =+= η ） 

（p14 の支配方程式に記述している記号との関係： 22 vuvb += ） 

Fr ：津波浸水シミュレーションによる任意地点のフルード数 
である。 

 
図‐12 津波のせきあげ高を考慮した基準水位の設定 

 
なお、基準水位の算定については、「津波防災地域づくりに係る技術検討報告書」（H24 年 1

月 27 日津波防災地域づくりに係る技術検討会）23が参考になる。 

                                                  
23 津波防災地域づくりに係る技術検討会（津波防災地域づくりに係る技術検討会報告書） 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tsunamibousaitiiki/index.html 
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(4) 沿岸に到達するまでの時間について 

津波が沿岸に到達するまでの時間については、最大クラスの津波に対する避難計画等の検討

に活用することができる。 
ただし、その際の留意事項として、最大クラスの津波の場合よりも到達時間が短くなる津波

の発生があることに留意が必要である。 
 
 
 
 
【津波浸水シミュレーション結果の出力例（参考）】 
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5. 参考情報及び参考資料等 

5.1 断層モデルに関する情報 

5.1.1 中央防災会議（内閣府） 

○データ一覧 
資 料 名 対象地震等 備  考 

東海地震に関する専

門調査会の津波の断

層パラメータ 

○地震の発生ケースは以下のとおり。 
・想定震源域＋付加断層Ａ 

・想定震源域＋付加断層Ａ＋付加断層Ｂ・Ｃ

・想定震源域＋付加断層Ａ＋付加断層Ｂ＋矩

形断層Ｄ 

○断層モデルについての詳し

い説明は、中央防災会議 HP を

参照のこと。 

http://www.bousai.go.jp/jishin
/chubou/tokai/11/siryou2-1.pd
f 

東南海、南海地震等専

門調査会の津波の断

層パラメータ 

○地震の発生ケースは以下のとおり。 
・東南海地震と南海地震の震源域が同時に破

壊される場合 

・東南海地震単独で発生する場合 

・南海地震単独で発生する場合 

・想定東海地震、東南海地震、南海地震の震

源域が同時に破壊される場合 

・想定東海地震と東南海地震の震源域が同時

に破壊される場合 

○断層モデルについての詳し

い説明は、中央防災会議 HP を

参照のこと。 

http://www.bousai.go.jp/jishin
/chubou/nankai/index.html 
http://www.bousai.go.jp/jishin
/chubou/tokai/index.htm 

日本海溝、千島海溝専

門調査会の津波の断

層パラメータ 

○地震の発生ケースは以下のとおり。 
・択捉島沖の地震 

・色丹島沖の地震 

・根室沖・釧路沖の地震 

・十勝沖・釧路沖の地震 

・500 年間隔地震 

・三陸沖北部の地震 

・明治三陸タイプ地震 

・宮城県沖の地震 

○断層モデルについての詳し

い説明は、中央防災会議 HP を

参照のこと。 

http://www.bousai.go.jp/jishin
/nihonkaikou/index.html 
http://www.bousai.go.jp/jishin
/nihonkaikou/10/index.html 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

内閣府政策統括官（防

災担当） 

（中央防災会議） 

〒 100-8969 
東京都千代田区霞が関 1-2-2 
中央合同庁舎第 5 号館 3 階 
Tel：03-5253-2111（大代表） 

http://www.bousai.go.jp/ 

 
※平成 24 年 2 月現在、内閣府（防災担当）において、「南海トラフの巨大地震モデル検討会」

において検討が進められており、東海地震・東南海地震・南海地震等の断層モデルについ

ては、今後見直される予定である。 
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5.1.2 地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課） 

 
○データ一覧 

資 料 名 対象地震等 備  考 

全国地震動予測地図 

各活断層の強震動予測のための断層モデ

ルのパラメータを示す。 

（一部に海域の断層モデルを含む） 

断層モデルのパラメータは

公表、HP からダウンロード

可能（CSV 形式） 

http://www.jishin.go.jp/mai

n/chousa/09_yosokuchizu/ind

ex.htm 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

地震調査研究推進本

部事務局（文部科学省

研究開発局地震・防災

研究課） 

〒100-8959 

東京都千代田区霞が関 3-2-2 

TEL. 03-5253-4111（代表） 

http://www.jishin.go.jp/ma
in/index.html 

 
 

5.1.3 気象庁 

 
○データ一覧 

資 料 名 対象地震等 備  考 

津波を予測するしく

み 

全国の約 4000 点の震源を想定した量的

津波予報システム 

○断層モデルについての詳

しい説明は、気象庁 HP を

参照のこと。 

http://www.seisvol.kishou.
go.jp/eq/know/tsunami/ryo
teki.html 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

気象庁 

〒100-8122 

東京都千代田区大手町 1-3-4 

TEL. 03-3212-8341 

http://www.jma.go.jp/jma/ 
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5.1.4 独立行政法人 防災科学技術研究所 

 
○データ一覧 

資 料 名 対象地震等 備  考 

J-SHIS 

地震ハザード 

ステーション 

各活断層の強震動予測のための断層モデ

ルのパラメータを示す。 

（一部に海域の断層モデルを含む） 

断層モデルのパラメータは

公表、HP からダウンロード

可能（CSV,SHP 形式） 

http://www.j-shis.bosai.go.j
p/download 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

独立行政法人 防災科

学技術研究所 社会防

災システム研究領域 

J-SHIS 担当 

〒305-0006 

茨城県つくば市天王台 3-1 

TEL. 029-851-1611（代表） 

電子メール 

j-shis@bosai.go.jp 

http://www.j-shis.bosai.go.j
p/ 
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5.1.5 公益社団法人 土木学会 

 
○データ一覧 

資 料 名 対象地震等 備  考 

「原子力発電所の津波

評価技術」(2002) 

○津波痕跡高との比較を実施している断層モ

デル（日本海溝沿いおよび千島海溝（南部）

沿い海域）  
1611年 慶長三陸沖 

1677年 房総沖 

1793年 宮城県沖 

1856年 十勝沖 

1896年 明治三陸沖 

1897年 三陸沖 

1931年 青森県東方沖 

1933年 昭和三陸沖 

1938年 塩屋沖Ⅱ 

1938年 塩屋沖Ⅳ 

1938年 塩屋沖Ⅴ 

1952年 十勝沖 

1968年 十勝沖 

1968年 岩手県沖 

1973年 根室半島沖 

1978年 宮城県沖 

1994年 三陸はるか沖 

1994年 北海道東方沖 

 
○津波痕跡高との比較を実施している断層モ

デル（フィリピン海プレートの沈み込みに関

係した海域）  
1498 年 明応 
1605 年 慶長 
1633 年 寛永小田原 
1703 年 元禄 
1707 年 宝永 
1854 年 安政東海 
1854 年 安政南海 
1923 年 関東 
1944 年 東南海 
1946 年 南海道 
1968 年 日向灘 
1978 年 伊豆大島近海 
1995 年 奄美大島近海 
 
○既往津波の痕跡高を説明できる断層モデル

（日本海東縁部） 
1833 年 天保山形沖（A） 
1833 年 天保山形沖（B） 
1940 年 積丹沖 
1964 年 新潟 
1983 年 日本海中部 
1993 年 北海道南西沖 

断層モデルのパラメータは公

表、HP から報告書をダウンロ

ード可能（PDF 形式） 

http://committees.jsce.or.jp/ce
ofnp/node/5 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

公益社団法人 

土木学会 

〒160-0004 

東京都新宿区四谷一丁目外濠公園内 

TEL. 03-3355-3441（代表） 

http://www.jsce.or.jp/ 



  5.参考情報及び参考資料等 

46 

5.2 地形データ（海域）に関する情報 

5.2.1 海上保安庁海洋情報部 

 
○データ一覧 

資 料 名 機  関 備  考 

日本周辺の 500m メッシュ海

底地形データ（J-EGG500）  

海上保安庁海洋情

報部海洋情報課／

日本海洋データセン

ター（JODC） 

海洋情報部をはじめとした 各種海洋調査機

関によって得られた膨大な量の水深測量デ

ータを統合し、多くの人が使用しやすいように

等間隔で格子化した水深のデータセット。

（下記 WEB サイトからダウンロード可能） 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

海上保安庁海洋情報部海洋

情報課/日本海洋データセン

ター(JODC） 

〒135-0064 

東京都江東区青海 2-5-18 

TEL. 03-5500-7131 

http://www.jodc.go.jp/index
_j.html 

 

 
J-EGG500 のデータ範囲 
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○データ一覧 
資 料 名 機  関 備  考 

東北沖海底地形データセット 

（震災以前の海底地形測量

成果） 

海上保安庁海洋情

報部/海の相談室 

日本海洋データセンターにて公開している

500ｍメッシュデータよりも詳細な海底地形デ

ータセット。 

なお、広く一般に公開しているものでは無く、

防災活動に活用される研究機関・地方自治

体等の組織からの提供依頼に対し個別に対

応している。 

（下記 Web サイトの E メール問い合わせフォ

ームに必要事項を入力のうえ送信） 

仙台湾・宮古湾航空レーザ測

量データ（震災後の６月実施

測量成果） 

津波シミュレーション用メッシ

ュデータセット（既存の津波防

災情報図作成に使用した成

果） 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

海上保安庁海洋情報部 

海の相談室 

〒135-0064 

東京都江東区青海 2-5-18 

TEL.03-5500-7155 

http://www1.kaiho.mlit.go.jp

/JODC/SODAN/annai.html 
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5.2.2 一般社団法人 日本水路協会 

 
○データ一覧 

資 料 名 機  関 備  考 

海 底 地 形 デ ジ タ ル デ ー タ

（M7000、M5000 シリーズ） 

一般財団法人 

日本水路協会 

M7000 シリーズ： 海浜・沿岸域から沖合い 60～70

マイルまでをカバーする海底地形データを提供。

等深線間隔は海域により異なる。 

M5000 シリーズ： M7000 シリーズから一部の沿岸

海域を切り出したもので、等深線などの格納デー

タは同等。 

 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

一般財団法人 日本水路協会 

〒144-0041 

東京都大田区羽田空港 1-6-6 

第一綜合ビル 6 階 

TEL. 03-5708-7070 

http://www.jha.or.jp/ 

 

データイメージ 
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5.2.3 その他 

 
上記のほか、海域の地形データのうち、外洋での地形データについては、公的機関や研究者に

よって既に作成されているものを利用することが多い。 
沿岸部での地形データについては、海図などからデジタル化を行ったもののほか、以下を利用

してもよい。 
・JTOPO30（日本近海 30 秒グリッド水深データ） ：（財）日本水路協会 
・深浅測量データ           ：海岸管理者 
・港湾平面図、漁港平面図         ：港湾管理者、漁港管理者 
・GEBCO（大洋水深総図） 
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5.3 地形データ（陸域）に関する情報 

5.3.1 国土地理院 

 
○データ一覧 

資 料 名 機  関 備  考 

基盤地図情報（数値標

高モデル） 
10m、5m メッシュ 
（H24.3 公開予定含

む） 

国土地理院 基本図

情報部画像調査課 

 

日本全国を整備している陸域の地形（標高）

データ。同データは、10m メッシュで全国

整備しており、地区によっては、より高精

度の航空レーザ測量などから作成した 5m
メッシュの標高データも整備している。（下

記 WEB サイトからダウンロード可能） 
上記以外の航空レー

ザ測量による標高デ

ータ 

国土地理院 応用地

理部応用地図課 

上記以外の整備中又は整備予定の航空レー

ザ測量による標高データ 

※陸域の地形データの整備範囲については、次頁以降をご参照の上、問い合わせ。 
 
○問合せ先 

機  関 住  所 WEB サイト 

国土地理院 

〒305-0811 

茨城県つくば市北郷 1 番 

TEL. 029-864-1111（代表） 

http://saigai.gsi.go.jp/fgd/
download/download.html

 
航空レーザ測量による標高データ イメージ 
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5.3.2 その他 

 
上記のほか、以下の資料を利用してもよい。 
・地方公共団体が整備している 1:2,500 地形図（国土基本図）の等高線や個々の標高値 
・国土地理院発行の数値地図の 50m 格子標高値 
・国土地理院発行の縮尺 1:50,000 地形図または 1:25,000 地形図の等高線 
1:25,000 地形図では 10m 間隔の等高線で標高が表現されており、また数値地図の 50m 格子標

高値は 1:25,000 の等高線から作成されたものである。このため、浸水被害が発生しやすい水際

線付近の低平地の標高を忠実に再現することは困難な場合があることに留意する必要がある。 
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5.4 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針（平成二十四年一月十六日）（全文） 

 
一 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な事項 

 
１ 津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針（以下「津波防災地域づくり基本指針」と

いう。）の位置づけ 

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震は、我が国の観測史上最大のマグニ

チュード九．〇という巨大な地震と津波により、広域にわたって大規模な被害が発生するという

未曾有の災害となった。「災害には上限がない」こと、津波災害に対する備えの必要性を多くの国

民があらためて認識し、最大規模の災害が発生した場合においても避難等により「なんとしても

人命を守る」という考え方で対策を講ずることの重要性、歴史と経験を後世に伝えて今後の津波

対策に役立てることの重要性などが共有されつつある。 
また、東海・東南海・南海地震など津波による大規模な被害の発生が懸念される地震の発生が

高い確率で予想されており、東北地方太平洋沖地震の津波による被災地以外の地域においても津

波による災害に強い地域づくりを早急に進めることが求められている。 
このような中、平成二十三年六月には津波対策に関する基本法ともいうべき津波対策の推進に

関する法律（平成二十三年法律第七十七号）が成立し、多数の人命を奪った東日本大震災の惨禍

を二度と繰り返すことのないよう、津波に関する基本的認識が示されるとともに、津波に関する

防災上必要な教育及び訓練の実施、津波からの迅速かつ円滑な避難を確保するための措置、津波

対策のための施設の整備、津波対策に配慮したまちづくりの推進等により、津波対策は総合的か

つ効果的に推進されなければならないこととされた。また、国民の間に広く津波対策についての

理解と関心を深めるようにするため、一八五四年に発生した安政南海地震の津波の際に稲に火を

付けて暗闇の中で逃げ遅れていた人たちを高台に避難させて救った「稲むらの火」の逸話にちな

み、十一月五日を「津波防災の日」とすることとされた。 
一方、これまで津波対策については、一定頻度の津波レベルを想定して主に海岸堤防等のハー

ドを中心とした対策が行われてきたが、東北地方太平洋沖地震の経験を踏まえ、このような低頻

度ではあるが大規模かつ広範囲にわたる被害をもたらす津波に対しては、国がその責務として津

波防災及び減災の考え方や津波防災対策の基本的な方向性や枠組みを示すとともに、都道府県及

び市町村が、津波による災害の防止・軽減の効果が高く、将来にわたって安心して暮らすことの

できる安全な地域づくり（以下「津波防災地域づくり」という。）を、地域の実情等に応じて具体

的に進める必要があると認識されるようになった。 
このため、平成二十三年十二月、津波による災害から国民の生命、身体及び財産の保護を図る

ことを目的として、津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号。以下「法」

という。）が成立した。 
津波防災地域づくり基本指針は、法に基づき行われる津波防災地域づくりを総合的に推進する

ための基本的な方向を示すものである。 
 
２ 津波防災地域づくりの考え方について 

津波防災地域づくりにおいては、最大クラスの津波が発生した場合でも「なんとしても人命を
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守る」という考え方で、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、

ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員させる「多重防御」の発想により、国、都道

府県及び市町村の連携・協力の下、地域活性化の観点も含めた総合的な地域づくりの中で津波防

災を効率的かつ効果的に推進することを基本理念とする。 
このため、津波防災地域づくりを推進するに当たっては、国が、広域的な見地からの基礎調査

の結果や津波を発生させる津波の断層モデル（波源域及びその変動量）をはじめ、津波浸水想定

の設定に必要な情報提供、技術的助言等を都道府県に行い、都道府県知事が、これらの情報提供

等を踏まえて、津波防災地域づくりを実施するための基礎となる法第八条第一項の津波浸水想定

を設定する。 
その上で、当該津波浸水想定を踏まえて、法第十条第一項のハード・ソフト施策を組み合わせ

た市町村の推進計画の作成、推進計画に定められた事業・事務の実施、法第五章の推進計画区域

における特別の措置の活用、法第七章の津波防護施設の管理等、都道府県知事による警戒避難体

制の整備を行う法第五十三条第一項の津波災害警戒区域（以下「警戒区域」という。）や一定の建

築物の建築及びそのための開発行為の制限を行う法第七十二条第一項の津波災害特別警戒区域

（以下「特別警戒区域」という。）の指定等を、地域の実情に応じ、適切かつ総合的に組み合わせ

ることにより、発生頻度は低いが地域によっては近い将来に発生する確率が高まっている最大ク

ラスの津波への対策を効率的かつ効果的に講ずるよう努めるものとする。 
また、海岸保全施設等については、引き続き、発生頻度の高い一定程度の津波高に対して整備

を進めるとともに、設計対象の津波高を超えた場合でも、施設の効果が粘り強く発揮できるよう

な構造物の技術開発を進め、整備していくものとする。 
これらの施策を立案・実施する際には、地域における創意工夫を尊重するとともに、生活基盤

となる住居や地域の産業、都市機能の確保等を図ることにより、地域の発展を展望できる津波防

災地域づくりを推進するよう努めるものとする。 
また、これらの施策を実施するに当たっては、国、都道府県、市町村等様々な主体が緊密な連

携・協力を図る必要があるが、なかでも地域の実情を最も把握している市町村が、地域の特性に

応じた推進計画の作成を通じて、当該市町村の区域における津波防災地域づくりにおいて主体的

な役割を果たすことが重要である。その上で、国及び都道府県は、それぞれが実施主体となる事

業を検討することなどを通じて、積極的に推進計画の作成に参画することが重要である。 
さらに、過去の歴史や経験を生かしながら、防災教育や避難訓練の実施、避難場所や避難経路

を記載した津波ハザードマップの周知などを通じて、津波に対する住民その他の者（滞在者を含

む。以下「住民等」という。）の意識を常に高く保つよう努めることや、担い手となる地域住民、

民間事業者等の理解と協力を得るよう努めることが極めて重要である。 
 
二 法第六条第一項の基礎調査について指針となるべき事項 

 
１ 総合的かつ計画的な調査の実施 

都道府県が法第六条第一項の基礎調査を実施するに当たっては、津波による災害の発生のおそ

れがある地域のうち、過去に津波による災害が発生した地域等について優先的に調査を行うなど、

計画的な調査の実施に努める。 
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また、都道府県は、調査を実施するに当たっては、津波災害関連情報を有する国及び地域開発

の動向をより詳細に把握する市町村の関係部局との連携・協力体制を強化することが重要である。 
 
２ 津波による災害の発生のおそれがある地域に関する調査 

津波による災害の発生のおそれがある地域について、津波浸水想定を設定し又は変更するため

に必要な調査として、次に掲げるものを行う。 
 
ア 海域、陸域の地形に関する調査 

津波が波源域から海上及び陸上へどのような挙動で伝播するかについて、適切に津波浸水シミ

ュレーションで予測をするため、海底及び陸上の地形データの調査を実施する。 
このため、公開されている海底及び陸上の地形データを収集するとともに、航空レーザ測量等

のより詳細な標高データの取得に努めることとする。なお、広域的な見地から航空レーザ測量等

については国が実施し、その調査結果を都道府県に提供する。これらに基づき、各都道府県にお

いて、地形に関する数値情報を構築した上で、津波浸水の挙動を精度よく再現できるよう適切な

格子間隔を設定する。 
 
イ 過去に発生した地震・津波に係る地質等に関する調査 

最大クラスの津波を想定するためには、被害をもたらした過去の津波の履歴を可能な限り把握

することが重要であることから、都道府県において、津波高に関する文献調査、痕跡調査、津波

堆積物調査等を実施する。 
歴史記録等の資料を使用する際には、国の中央防災会議等が検討に当たって用いた資料や気象

庁、国土地理院、地方整備局、都道府県等の調査結果等の公的な調査資料等を用いることとする。

また、将来発生の可能性が高いとされた想定地震、津波に関する調査研究成果の収集を行う。 
国土交通大臣においては、各都道府県による調査結果を集約し、津波高に関する断片的な記録を

広域的かつ分布的に扱うことで、当該津波を発生させる断層モデルの設定に係る調査を今後継続

的に行っていくものとする。 
 
ウ 土地利用等に関する調査 

陸上に浸水した津波が、市街地等の建築物等により阻害影響を受ける挙動を、建物の立地など

土地利用の状況に応じた粗度として表現し、津波浸水シミュレーションを行うため、都道府県に

おいて、土地利用の状況について調査を行い、既存の研究成果を用い、調査結果を踏まえた適切

な粗度係数を数段階で設定する。 
その際、建物の立地状況、建物の用途・構造・階数、土地の開発動向、道路の有無、人口動態

や構成、資産の分布状況、地域の産業の状況等のほか、海岸保全施設、港湾施設、漁港施設、河

川管理施設、保安施設事業に係る施設の整備状況など津波の浸水に影響のある施設の状況につい

て調査・把握し、これらの調査結果を、避難経路や避難場所の設定などの検討の際の参考として

活用することとする。 
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三 法第八条第一項に規定する津波浸水想定の設定について指針となるべき事項 

 
法第八条第一項に規定する津波浸水想定の設定は、基礎調査の結果を踏まえ、最大クラスの津

波を想定して、その津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深を設定するものとする。 
最大クラスの津波を発生させる地震としては、日本海溝・千島海溝や南海トラフを震源とする地

震などの海溝型巨大地震があり、例えば、東北地方太平洋沖地震が該当する。 
これらの地震によって発生する最大クラスの津波は、国の中央防災会議等により公表された津波

の断層モデルも参考にして設定する。 
中央防災会議等により津波の断層モデルが公表されていない海域については、現時点で十分な

調査結果が揃っていない場合が多く、過去発生した津波の痕跡調査、文献調査、津波堆積物調査

等から、最大クラスの津波高を推定し、その津波を発生させる津波の断層モデルの逆算を今後行

っていくものとする。 
上記による最大クラスの津波の断層モデルの設定等については、高度な知見と広域的な見地を

要することから、国において検討し都道府県に示すこととするが、これを待たずに都道府県独自

の考え方に基づき最大クラスの津波の断層モデルを設定することもある。 
なお、最大クラスの津波について、津波の断層モデルの新たな知見が得られた場合には、適切

に見直す必要がある。 
都道府県知事は、国からの情報提供等を踏まえて、各都道府県の各沿岸にとって最大クラスと

なる津波を念頭において、津波浸水想定を設定する。その結果として示される最大の浸水の区域

や水深は、警戒区域の指定等に活用されることから、津波による浸水が的確に再現できる津波浸

水シミュレーションモデルを活用する必要がある。 
なお、津波浸水シミュレーションにより、津波が沿岸まで到達する時間が算定できることから、

最大クラスの津波に対する避難時間等の検討にも活用できる。その際、最大クラスの場合よりも

到達時間が短くなる津波の発生があることにも留意が必要である。 
津波浸水想定により設定された浸水の区域（以下「浸水想定区域」という。）においては、「な

んとしても人命を守る」という考え方でハード・ソフトの施策を総合的に組み合わせた津波防災

地域づくりを検討するため、東北地方太平洋沖地震の津波で見られたような海岸堤防、河川堤防

等の破壊事例などを考慮し、最大クラスの津波が悪条件下において発生し浸水が生じることを前

提に算出することが求められる。このため、悪条件下として、設定潮位は朔望平均満潮位を設定

すること、海岸堤防、河川堤防等は津波が越流した場合には破壊されることを想定することなど

の設定を基本とする。 
なお、港湾等における津波防波堤等については、最大クラスの津波に対する構造、強度、減災

効果等を考慮する必要があるため、当該施設に係る地域における津波浸水想定の設定に当たって

は、法第八条第三項に基づき関係海岸管理者等の意見を聴くものとする。 
また、津波浸水想定は、建築物等の立地状況、盛土構造物等の整備状況等により変化すること

が想定されるため、津波浸水の挙動に影響を与えるような状況の変化があった場合には、再度津

波浸水シミュレーションを実施し、適宜変更していくことが求められる。 
津波浸水想定の設定に当たっては、都道府県知事は、法第八条第二項に基づき、国土交通大臣

に対して、必要な情報の提供、技術的助言その他の援助を求めることができるとしている。 
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都道府県知事は、津波浸水想定を設定又は変更した場合には、法第八条第四項及び第六項に基

づき、速やかに、国土交通大臣へ報告し、かつ、関係市町村長へ通知するとともに、公表しなけ

ればならないこととされている。 
津波浸水想定は、津波防災地域づくりの基本ともなるものであることから、公表にあたっては、

都道府県の広報、印刷物の配布、インターネット等により十分な周知が図られるよう努めるもの

とする。 
 
四 法第十条第一項に規定する推進計画の作成について指針となるべき事項 

 
１ 推進計画を作成する際の考え方 

推進計画を作成する意義は、最大クラスの津波に対する地域ごとの危険度・安全度を示した津

波浸水想定を踏まえ、様々な主体が実施するハード・ソフト施策を総合的に組み合わせることで

低頻度ではあるが大規模な被害をもたらす津波に対応してどのような津波防災地域づくりを進め

ていくのか、市町村がその具体の姿を地域の実情に応じて総合的に描くことにある。これにより、

大規模な津波災害に対する防災・減災対策を効率的かつ効果的に図りながら、地域の発展を展望

できる津波防災地域づくりを実現しようとするものであり、「一 津波防災地域づくりの推進に関

する基本的な事項」に示した考え方を踏まえて作成するよう努めるものとする。 
また、市町村が推進計画に事業・事務等を定める際には、都道府県が指定する警戒区域や特別

警戒区域の制度の趣旨や内容を踏まえ、当該制度との連携や整合性に十分配意することによって、

津波防災地域づくりの効果を最大限発揮できるよう努めるものとする。 
津波防災地域づくりにおいては、地域の防災性の向上を追求することで地域の発展が見通せな

くなるような事態が生じないよう推進計画を作成する市町村が総合的な視点から検討する必要が

あり、具体的には、推進計画は、住民の生活の安定や地域経済の活性化など既存のまちづくりに

関する方針との整合性が図られたものである必要がある。このため、地域のあるべき市街地像、

地域の都市生活、経済活動等を支える諸施設の計画等を総合的に定めている市町村マスタープラ

ン（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第十八条の二第一項の市町村の都市計画に関する基

本的な方針をいう。以下同じ。）との調和が保たれている必要がある。また、景観法（平成十六年

法律第百十号）第八条第一項に基づく景観計画その他の既存のまちづくりに関する計画や、災害

対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）に基づく地域防災計画等とも相互に整合性が保

たれるよう留意する必要がある。 
なお、隣接する市町村と連携した対策を行う場合等、地域の選択により、複数の市町村が共同

で推進計画を作成することもできる。 
 
２ 推進計画の記載事項について 

 
ア 推進計画区域（法第十条第二項）について 

推進計画区域は、必ず定める必要がある事項であり、市町村単位で設定することを基本とする

が、地域の実情に応じて柔軟に定めることができる。ただし、推進計画区域を定める際には、浸

水想定区域外において行われる事業等もあること、推進計画区域内において土地区画整理事業に
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関する特例、津波避難建築物の容積率の特例及び集団移転促進事業に関する特例が適用されるこ

と、津波防護施設の整備に関する事項を推進計画に定めることができることに留意するとともに、

推進計画に定める事業・事務の範囲がすべて含まれるようにする必要がある。 
 
イ 津波防災地域づくりの総合的な推進に関する基本的な方針（法第十条第三項第一号）につい

て 

本事項は、推進計画の策定主体である市町村の津波防災地域づくりの基本的な考え方を記載す

ることを想定したものである。また、津波浸水想定を踏まえ、様々な主体が実施する様々なハー

ド・ソフトの施策を総合的に組み合わせ、市町村が津波防災地域づくりの姿を総合的に描くとい

う推進計画の目的を達成するために必要な事項である。 
このため、推進計画を作成する市町村の概況（人口、交通、土地利用、海岸等の状況）、津波浸

水想定により示される地域ごとの危険度・安全度、想定被害規模等について分析を行った上で、

その分析結果及び地域の目指すべき姿を踏まえたまちづくりの方針、施設整備、警戒避難体制な

ど津波防災・減災対策の基本的な方向性や重点的に推進する施策を記載することが望ましい。 
また、市町村の津波防災地域づくりの考え方を住民等に広く周知し、推進計画区域内で津波防

災地域づくりに参画する公共・民間の様々な主体が、推進計画の方向に沿って取り組むことがで

きるよう、図面等で分かりやすく推進計画の全体像を示すなどの工夫を行うことが望ましい。 
 
ウ 浸水想定区域における土地利用及び警戒避難体制の整備に関する事項（法第十条第三項第二

号）について 

本事項は、推進計画と浸水想定区域における土地利用と警戒避難体制の整備に関する施策、例

えば警戒区域や特別警戒区域の指定との整合的・効果的な運用を図るために必要な事項を記載す

ることを想定したものである。 
都道府県知事が指定する警戒区域においては、避難訓練の実施、避難場所や避難経路等を定め

る市町村地域防災計画の充実などを市町村が行うことになり、一方、推進計画区域では、推進計

画に基づき、避難路や避難施設等避難の確保のための施設の整備などが行われるため、これらの

施策・事業間及び実施主体間の整合を図る必要がある。 
また、頻度が低いが大規模な被害をもたらす最大クラスの津波に対して、土地区画整理事業等

の市街地の整備改善のための事業や避難路や避難施設等の避難の確保のための施設等のハード整

備を行う区域、ハード整備の状況等を踏まえ警戒避難体制の整備を特に推進する必要がある区域、

ハード整備や警戒避難体制の整備に加えて一定の建築物の建築とそのための開発行為を制限する

ことにより対応する必要がある区域等、地域ごとの特性とハード整備の状況に応じて、必要とな

る手法を分かりやすく示しておくことが重要である。 
そこで、本事項においては、推進計画に定める市街地の整備改善のための事業、避難路や避難

施設等の整備等に係る事業・事務と、警戒避難体制を整備する警戒区域や一定の建築物の建築と

そのための開発行為を制限する特別警戒区域の指定などを、推進計画区域内において、地域の特

性に応じて区域ごとにどのように組み合わせることが適当であるか、基本的な考え方を記載する

ことが望ましい。また、これらの組み合わせを検討するに当たっては、津波浸水想定により示さ

れるその地域の津波に対する危険度・安全度を踏まえるとともに、津波被害が想定される沿岸地
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域は市街化が進んだ都市的機能が集中するエリアであったり、水産業などの地域の重要な産業が

立地するエリアであることも多いことから、市街化や土地利用の現状、地域の再生・活性化の方

向性を含めた地域づくりの方針など多様な地域の実態・ニーズに適合するように努めるものとす

る。 
 
エ 津波防災地域づくりの推進のために行う事業又は事務に関する事項（法第十条第三項第三号）

について 

本事項は、推進計画の区域内において実施する事業又は事務を列挙することを想定したもので

ある。 
法第十条第三項第三号イの海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河川管理施設並びに保安施

設事業に係る施設の整備に関する事項をはじめ、同号イからヘまでに掲げられた事項については、

一及び四．１に示した基本的な考え方を踏まえ、実施する事業等の全体としての位置と規模、実

施時期、期待される効果等を網羅的に記載し、津波防災地域づくりの意義と全体像が分かるよう

に記載することが望ましい。 
同号ロの津波防護施設は、津波そのものを海岸で防ぐことを目的とする海岸保全施設等を代替

するものではなく、発生頻度が極めて低い最大クラスの津波が、海岸保全施設等を乗り越えて内

陸に浸入するという場合に、その浸水の拡大を防止しようとするために内陸部に設ける施設であ

る。このため、津波防護施設は、ソフト施策との組み合わせによる津波防災地域づくり全体の将

来的なあり方の中で、当該施設により浸水の拡大が防止される区域・整備効果等を十分に検討し

た上で、地域の選択として、市町村が定める推進計画に位置づけ整備する必要がある。また、発

生頻度が低い津波に対応するものであるため、後背地の状況等を踏まえ、道路・鉄道等の施設を

活用できる場合に、当該施設管理者の協力を得ながら、これらの施設を活用して小規模盛土や閘

門を設置するなど効率的に整備し一体的に管理していくことが適当である。なお、推進計画区域

内の道路・鉄道等の施設が、人的災害を防止・軽減するため有用であると認めるときは、当該施

設の所有者の同意を得て、指定津波防護施設に指定できることとしており、指定の考え方等につ

いては国が助言するものとする。 
同号ハの一団地の津波防災拠点市街地形成施設の整備に関する事業、土地区画整理事業、市街

地再開発事業その他の市街地の整備改善のための事業は、津波が発生した場合においても都市機

能の維持が図られるなど、津波による災害を防止・軽減できる防災性の高い市街地を形成するた

めのものであり、住宅、教育施設、医療施設等の居住者の共同の福祉又は利便のために必要な公

益的施設、公共施設等の位置について十分勘案して実施する必要がある。「その他の市街地の整備

改善のための事業」としては、特定利用斜面保全事業、密集市街地の整備改善に関する事業等が

含まれる。また、同号ホにより、住民の生命、身体及び財産を保護することを目的に集団移転促

進事業について定めることができ、推進計画に定めた場合には、津波による災害の広域性に鑑み、

都道府県が計画の策定主体となることも可能である。 
同号ニの避難路、避難施設、公園、緑地、地域防災拠点施設その他の津波の発生時における円

滑な避難の確保のための施設は、最大クラスの津波が海岸保全施設等を乗り越えて内陸に来襲し

てきたときに、住民等の命をなんとしても守るための役割を果たすものであり、津波浸水想定を

踏まえ、土地利用の状況等を十分に勘案して適切な位置に定める必要がある。また、警戒区域内



  5.参考情報及び参考資料等 

66 

では、法第五十六条第一項、第六十条第一項及び第六十一条第一項に基づく指定避難施設及び管

理協定の制度により、市町村が民間建築物等を避難施設として確保することができることから、

当該制度の積極的な活用を図ることが適当である。特に、人口が集中する地域など多くの避難施

設が必要な地域にあっては、指定避難施設等の制度のほか、法第十五条の津波避難建築物の容積

率規制の緩和などの支援施策を活用し、民間の施設や既存の施設を活用して、必要な避難施設を

効率的に確保するよう努める必要がある。 
同号ヘの地籍調査は、津波による災害の防止・軽減のための事業の円滑な施行等に寄与するた

めに行うものであり、また、法第九十五条により、国は、推進計画区域における地籍調査の推進

を図るため、その推進に資する調査を行うよう努めることとしている。 
同号トは、同号イからヘまでに掲げられた事業等を実施する際に、民間の資金、経営能力等を

活用するための事項を記載することを想定した項目である。例えば、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）（PFI 法）に基づく公共施設

の整備、指定管理者制度の活用等が考えられる。なお、具体的な事業名を記載することができな

い場合においても、民間資金等を積極的に活用するという方針そのものを掲げることも含めて検

討することが望ましい。 
なお、法第五章第一節の土地区画整理事業に関する特例及び同章第三節の集団移転促進事業に

関する特例を適用するためには、本事項に関係する事業を推進計画に記載する必要がある。 
 
オ 推進計画における期間の考え方について 

津波防災地域づくりは、発生頻度は低いが地域によっては近い将来に発生する確率が高まって

いる最大クラスの津波に対応するものであるため、中長期的な視点に立ちつつ、近い将来の危険

性に対しては迅速に対応するとともに、警戒避難体制の整備については常に高い意識を持続させ

ていくことが必要である。 
このため、それぞれの対策に必要な期間等を考慮して、複数の選択肢の中から効果的な組み合

わせを検討することが必要である。例えば、ハード整備に先行して警戒避難体制の整備や特別警

戒区域の指定等のソフト施策によって対応するといったことが想定される。 
なお、津波防災地域づくりを持続的に推進するため、推進計画には計画期間を設定することとし

ていないが、個々の施策には実施期間を伴うものがあるため、適時適切に計画の進捗状況を検証

していくことが望ましい。 
 
３ 関係者との調整について 

推進計画を作成する際には、推進計画の実効性を確実なものとする観点から、計画に定めよう

とする事業・事務を実施することになる者と十分な調整を図るとともに、市町村マスタープラン

との調和を図る観点から、当該市町村の都市計画部局と十分な調整を図る必要がある。事業・事

務を実施することになる者の範囲については、推進計画の策定主体である市町村において十分に

検討し、協議等が必要となるかどうか当事者に確認することが望ましい。 
また、推進計画を作成しようとするときには、津波防災地域づくりの推進のための事業・事務

等について、推進計画の前提となる津波浸水想定の設定や、推進計画と相まって津波防災地域づ

くりの推進を図る警戒区域及び特別警戒区域の指定を行う都道府県と協議を行う必要がある。な
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お、この場合には、第十条第五項及び第十一条第二項第二号の都道府県には都道府県公安委員会

も含まれていることに留意が必要である。 
法第十条第六項から第八項までの規定は、海岸保全施設、港湾施設、漁港施設、河川管理施設、

保安施設事業に係る施設等の施設について、市町村と、これらの施設の関係管理者等との調整方

法について定めている。その趣旨は、津波防災地域づくりを円滑に推進する観点から、関係する

施設の管理者が作成する案に基づくこととし、市町村の方針とこれらの施設の事業計画との調整

を図ろうというものである。各施設の管理者は、予算上の制約や隣接する地域の事情、関係する

事業との関係等を総合的に勘案して事業計画を作成する必要があるが、市町村から申出があった

場合には可能な限り尊重することが求められるものである。 
 
４ 協議会の活用について 

関係者との調整を円滑かつ効率的に行うため、法第十一条第一項の協議会の活用を検討するこ

とが望ましい。特に、複数の市町村が共同で作成する場合には、協議会を活用する利点は大きい

と考えられる。 
また、協議会には、学識経験者、住民の代表、民間事業者、推進計画に定めようとする事業・

事務の間接的な関係者（例えば、兼用工作物である津波防護施設の関係者）等、策定主体である

市町村が必要と考える者を構成員として加えることができる。 
 
五 警戒区域及び特別警戒区域の指定について指針となるべき事項 

 
１ 警戒区域及び特別警戒区域の位置づけ 

警戒区域は、最大クラスの津波が発生した場合の当該区域の危険度・安全度を津波浸水想定や

法第五十三条第二項に規定する基準水位により住民等に「知らせ」、いざというときに津波から住

民等が円滑かつ迅速に「逃げる」ことができるよう、予報又は警報の発令及び伝達、避難訓練の

実施、避難場所や避難経路の確保、津波ハザードマップの作成等の警戒避難体制の整備を行う区

域である。 
また、特別警戒区域は、警戒区域のうち、津波が発生した場合に建築物が損壊・浸水し、住民

等の生命・身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域において、防災上の配慮を要する住民等

が当該建築物の中にいても津波を「避ける」ことができるよう、一定の建築物の建築とそのため

の開発行為に関して建築物の居室の高さや構造等を津波に対して安全なものとすることを求める

区域である。 
なお、これらの区域の指定は、推進計画に定められたハード施策等との整合性に十分に配意し

て行う必要がある。 
 
２ 警戒区域の指定について 

警戒区域は、最大クラスの津波に対応して、法第五十四条に基づく避難訓練の実施、避難場所

や避難経路等を定める市町村地域防災計画の拡充、法第五十五条に基づく津波ハザードマップの

作成、法第五十六条第一項、第六十条第一項及び第六十一条第一項に基づく指定及び管理協定に

よる避難施設の確保、第七十一条に基づく防災上の配慮を要する者等が利用する施設に係る避難
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確保計画の作成等の警戒避難体制の整備を行うことにより、住民等が平常時には通常の日常生活

や経済社会活動を営みつつ、いざというときには津波から「逃げる」ことができるように、都道

府県知事が指定する区域である。 
このような警戒区域の指定は、都道府県知事が、津波浸水想定を踏まえ、基礎調査の結果を勘

案し、津波が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域で、当該区域における人的災害を防止するために上記警戒避難体制を特に整備すべき

土地の区域について行うことができるものである。警戒区域における法第五十三条第二項に規定

する基準水位（津波浸水想定に定める水深に係る水位に建築物等への衝突による津波の水位の上

昇を考慮して必要と認められる値を加えて定める水位）は、指定避難施設及び管理協定に係る避

難施設の避難上有効な屋上その他の場所の高さや、特別警戒区域の制限用途の居室の床の高さの

基準となるものであり、警戒区域の指定の際に公示することとされている。これについては、津

波浸水想定の設定作業の際に併せて、津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレーション

で、想定される津波のせき上げ高を算出しておき、そのシミュレーションを用いて定めるものと

し、原則として地盤面からの高さで表示するものとする。 
警戒区域の指定に当たっては、法第五十三条第三項に基づき、警戒避難体制の整備を行う関係

市町村の長の意見を聴くこととされているが、警戒避難体制の整備に関連する防災、建築・土木、

福祉・医療、教育等の関係部局、具体の施策を実施する市町村、関係者が緊密な連携を図って連

絡調整等を行うとともに、指定後においても継続的な意思疎通を図っていくことが必要である。 
なお、警戒区域内における各種措置を効果的に行うために、市町村長等が留意すべき事項につ

いては、以下のとおりである。 
 
ア 市町村地域防災計画の策定 

市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の長）は、法第

五十四条により、市町村地域防災計画に、警戒区域ごとに、津波に関する予報又は警報の発令及

び伝達、避難場所及び避難経路、避難訓練等、津波による人的災害を防止するために必要な警戒

避難体制に関する事項について定めることとなるが、その際、高齢者等防災上の配慮を要する者

への配慮や住民等の自主的な防災活動の育成強化に十分配意するとともに、避難訓練の結果や住

民等の意見を踏まえ、適宜適切に実践的なものとなるよう見直していくことが望ましい。また、

特に、地下街等又は防災上の配慮を要する者が利用する施設については、円滑かつ迅速な避難の

確保が図られるよう、津波に関する情報、予報又は警報の発令及び伝達に関する事項を定める必

要がある。 
 
イ 津波ハザードマップの作成 

市町村の長は、法第五十五条により、市町村地域防災計画に基づき、津波に関する情報の伝達

方法、避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路等、住民等の円滑な警戒避難を確

保する上で必要な事項を記載した津波ハザードマップを作成・周知することとなるが、その作成・

周知に当たっては、防災教育の充実の観点から、ワークショップの活用など住民等の協力を得て

作成し、説明会の開催、避難訓練での活用等により周知を図る等、住民等の理解と関心を深める

工夫を行うことが望ましい。また、津波浸水想定や市町村地域防災計画が見直された場合など津
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波ハザードマップの見直しが必要となったときは、できるだけ速やかに改訂することが適当であ

る。併せて、市町村地域防災計画についても、必要な事項は平時から住民等への周知を図るよう

努めるものとする。 
 
ウ 避難施設 

法第五十六条第一項の指定避難施設は、津波に対して安全な構造で基準水位以上に避難場所が

配置等されている施設を、市町村長が当該施設の管理者の同意を得て避難施設に指定し、施設管

理者が重要な変更を加えようとするときに市町村長への届出を要するもの、法第六十条第一項又

は第六十一条第一項の管理協定による避難施設は、市町村と上記と同様の基準に適合する施設の

施設所有者等又は施設所有者等となろうとする者が管理協定を締結し、市町村が自ら当該施設の

避難の用に供する部分の管理を行うことができるものである。 
これらの避難施設は、津波浸水想定や土地利用の現況等地域の状況に応じて、住民等の円滑か

つ迅速な避難が確保されるよう、その配置、施設までの避難経路・避難手段等に留意して設定す

ることが適当である。また、避難訓練においてこれらの避難施設を使用するなどして、いざとい

うときに住民等が円滑かつ迅速に避難できることを確認しておく必要がある。なお、法第十五条

の容積率の特例の適用を受ける建築物については、当該指定又は管理協定の制度により避難施設

として位置づけることが望ましい。 
 
エ 避難確保計画 

避難促進施設（市町村地域防災計画に定められた地下街等又は一定の防災上の配慮を要する者

が利用する施設）の所有者又は管理者は、法第七十一条第一項により、避難訓練その他当該施設

の利用者の津波の発生時における円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計

画（避難確保計画）を作成することとなるが、市町村長は、当該所有者又は管理者に対して、避

難確保計画の作成や避難訓練について、同条第三項に基づき、助言又は勧告を行うことにより必

要な支援を行うことが適当である。 
 
３ 特別警戒区域の指定について 

特別警戒区域は、都道府県知事が、警戒区域内において、津波から逃げることが困難である特

に防災上の配慮を要する者が利用する一定の社会福祉施設、学校及び医療施設の建築並びにその

ための開発行為について、法第七十五条及び第八十四条第一項に基づき、津波に対して安全なも

のとし、津波が来襲した場合であっても倒壊等を防ぐとともに、用途ごとに定める居室の床面の

高さが基準水位以上であることを求めることにより、住民等が津波を「避ける」ため指定する区

域である。 
また、法第七十三条第二項第二号に基づき、特別警戒区域内の市町村の条例で定める区域内で

は、津波の発生時に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保できないおそれが大きいものとして条例

で定める用途（例えば、住宅等の夜間、荒天時等津波が来襲した時間帯等によっては円滑な避難

が期待できない用途）の建築物の建築及びそのための開発行為について、法第七十五条及び第八

十四条第二項に基づき、上記と同様、津波に対して安全なものであること、並びに居室の床面の

全部又は一部の高さが基準水位以上であること（建築物内のいずれかの居室に避難することで津
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波を避けることができる。）又は基準水位以上の高さに避難上有効な屋上等の場所が配置等される

こと（建築物の屋上等に避難することで津波を避けることができる。）のいずれかの基準を参酌し

て条例で定める基準に適合することを地域の選択として求めることができる。 
このような特別警戒区域は、都道府県知事が、津波浸水想定を踏まえ、基礎調査の結果を勘案

し、警戒区域のうち、津波が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民等の生命又は

身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、上記の一定の建築物の建築

及びそのための開発行為を制限すべき土地の区域について指定することができるものである。そ

の指定に当たっては、基礎調査の結果を踏まえ、地域の現況や将来像等を十分に勘案する必要が

あるとともに、法第七十二条第三項から第五項までの規定に基づき、公衆への縦覧手続、住民や

利害関係人に対する意見書提出手続、関係市町村長の意見聴取手続により、地域住民等の意向を

十分に踏まえて行うことが重要であり、また、住民等に対し制度内容の周知、情報提供を十分に

行いその理解を深めつつ行うことが望ましい。 
また、その検討の目安として、津波による浸水深と被害の関係について、各種の研究機関や行

政機関等による調査・分析が行われており、これらの結果が参考になる。なお、同じ浸水深であ

っても、津波の到達時間・流速、土地利用の状況、漂流物の存在等によって人的災害や建物被害

の発生の程度が異なりうることから、地域の実情や住民等の特性を踏まえるよう努める必要があ

る。 
特別警戒区域の指定に当たっては、制限の対象となる用途等と関連する都市・建築、福祉・医

療、教育、防災等の関係部局、市町村や関係者が緊密な連携を図って連絡調整等を行うとともに、

指定後においても継続的な意思疎通を図っていくことが必要である。 
 
４ 警戒区域及び特別警戒区域の指定後の対応 

警戒区域及び特別警戒区域を指定するときは、その旨や指定の区域等を公示することとなるが、

津波ハザードマップに記載するなど様々なツールを活用して住民等に対する周知に万全を期する

よう努めるものとする。 
また、地震等の影響により地形的条件が変化したり、新たに海岸保全施設や津波防護施設等が

整備されたりすること等により、津波浸水想定が見直された場合など、警戒区域又は特別警戒区

域の見直しが必要となったときには、上記の指定の際と同様の考え方により、これらの状況の変

化に合わせた対応を図ることが望ましい。 
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